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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1)連結経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．平成15年３月期、平成16年３月期、平成17年３月期及び平成18年３月期連結会計年度の潜在株式調整後１株

当たり当期純利益については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

３．平成17年３月期連結会計年度より、臨時従業員数が総従業員数に対する割合の100分の10以上になりました

ので、年間の平均人員を外数で記載しております。 

４．平成19年３月期連結会計年度より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５

号 平成17年12月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計

基準適用指針第８号 平成17年12月９日）を適用しております。 

項目 

自 平成14年４
月１日 

至 平成15年３
月31日 

自 平成15年４
月１日 

至 平成16年３
月31日 

自 平成16年４
月１日 

至 平成17年３
月31日 

自 平成17年４
月１日 

至 平成18年３
月31日 

自 平成18年４
月１日 

至 平成19年３
月31日 

売上高（百万円） 110,724 121,452 117,216 112,362 117,662 

経常利益（百万円） 639 1,387 1,727 2,146 1,727 

当期純利益（百万円） 36 500 597 1,013 1,495 

純資産額（百万円） 5,135 5,642 6,247 7,306 9,287 

総資産額（百万円） 37,143 42,018 40,336 41,413 41,965 

１株当たり純資産額（円） 717.48 788.24 871.62 1,022.19 1,215.17 

１株当たり当期純利益（円） 4.17 68.96 81.28 141.76 209.18 

潜在株式調整後１株当たり当期

純利益（円） 
－ － － － 209.05 

自己資本比率（％） 13.8 13.4 15.5 17.6 20.7 

自己資本利益率（％） 0.7 9.3 10.1 15.0 18.7 

株価収益率（倍） 139.1 12.3 8.3 8.3 4.7 

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー（百万円） 
3,416 73 △951 △883 △3,603 

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー（百万円） 
△762 △391 △427 45 654 

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー（百万円） 
△170 1,455 911 2,097 115 

現金及び現金同等物の期末残高

（百万円） 
6,091 6,987 6,660 8,189 5,429 

従業員数 

（外、平均臨時従業員数）（人） 

517 

（－）

472 

（－）

492 

(64) 

475 

(68) 

475 

(56) 



(2)提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．第42期、第43期、第44期及び第45期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、希薄化効果を有し

ている潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

３．第44期より、臨時従業員数が総従業員数に対する割合の100分の10以上になりましたので、年間の平均人員

を外数で記載しております。 

４．第45期の１株当たり配当額には、特別配当５円を含んでおります。 

５．第46期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号

平成17年12月９日を適用しております。 

回次 第42期 第43期 第44期 第45期 第46期

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

売上高（百万円） 97,315 94,480 82,185 65,146 76,614 

経常利益（百万円） 432 1,308 1,616 1,287 1,000 

当期純利益（百万円） 106 700 798 657 917 

資本金（百万円） 1,433 1,433 1,433 1,433 1,433 

発行済株式総数（株） 7,148,400 7,148,400 7,148,400 7,148,400 7,148,400 

純資産額（百万円） 4,660 5,377 6,083 6,664 7,411 

総資産額（百万円） 33,078 34,999 30,136 29,568 31,070 

１株当たり純資産額（円） 651.95 752.32 849.39 932.39 1,036.89 

１株当たり配当額 

（内１株当たり中間配当額）

（円） 

10.00 

（－）

10.00 

（－）

15.00 

（－）

20.00 

（－）

20.00 

（－）

１株当たり当期純利益（円） 14.88 97.96 110.03 91.95 128.30 

潜在株式調整後１株当たり当期

純利益（円） 
－ － － － 128.22 

自己資本比率（％） 14.1 15.4 20.2 22.5 23.9 

自己資本利益率（％） 2.3 14.0 13.9 10.3 13.0 

株価収益率（倍） 39.0 8.7 6.2 12.7 7.7 

配当性向（％） 67.2 10.2 13.6 21.8 15.6 

従業員数 

（外、平均臨時従業員数）（人） 

393 

（－）

368 

（－）

221 

(48) 

216 

(36) 

214 

(28) 



２【沿革】 

年月 事項 

昭和36年10月 東京都渋谷区渋谷三丁目27番15号に資本金１百万円で共信電気株式会社を設立し、同時にソニー

商事株式会社（現 ソニーマーケティング株式会社）と特機商品の販売を目的に特約店契約を締

結。 

昭和37年４月 城南ソニー販売株式会社（現 ソニーマーケティング株式会社）とコンスーマーＡＶ商品の販売

を目的に特約店契約を締結。 

昭和38年11月 ソニー株式会社と半導体の販売を目的に特約店契約を締結。 

昭和55年５月 ソニー株式会社と放送業務用機器の販売を目的に特約店契約を締結。 

昭和57年２月 ソニー株式会社と業務用ＡＶ磁気テープの販売を目的に特約店契約を締結。 

昭和58年11月 ソニー株式会社とＣＣＤビデオカメラモジュールの販売を目的に特約店契約を締結。 

昭和60年６月 本社を東京都渋谷区渋谷一丁目９番８号に移転。 

昭和61年10月 ソウル支店をソウル（大韓民国）に設置。 

昭和62年１月 共信セミコンダクター株式会社と韓国における半導体等電子部品の販売を目的に当社の総代理店

契約を締結。 

昭和62年４月 電子部品の開発・販売を目的として東京都品川区東五反田四丁目７番20号にケミハン株式会社

（平成５年10月 ソニーコンポーネントマーケティング株式会社に商号変更）を設立。 

昭和63年11月 ソニー株式会社とＭＯドライブの販売を目的に特約店契約を締結。 

平成元年12月 ソニー製半導体の販売会社として東京都品川区西五反田八丁目８番15号に株式会社テクノソニッ

クを設立。 

平成２年２月 KYOSEMI SINGAPORE PTE,LTD.（現 KYOSHIN TECHNOSONIC (S) PTE LTD）を販売拠点としてシンガ

ポールに設立。 

平成５年４月 KYOSEMI HONG KONG LTD. （現 KYOSHIN TECHNOSONIC (ASIA) LTD.）を販売拠点として香港に設

立。 

平成８年12月 株式会社テクノソニック本社を東京都千代田区神田東松下町45番に移転。 

平成９年12月 日本証券業協会に株式を店頭登録。 

平成10年８月 株式会社インフィニテックを設立。 

平成10年９月 ソニーコンポーネントマーケティング株式会社本社を東京都品川区西五反田一丁目31番１号に移

転。 

平成12年１月 平成堂株式会社を子会社化。 

平成12年４月 株式会社テクノソニック及びソニーコンポーネントマーケティング株式会社と合併し、商号を共

信テクノソニック株式会社へ変更。 

  ソウル（大韓民国）にKYOSHIN TECHNOSONIC (K) CO.,LTD.を設立。 

平成12年７月 KYOSHIN TECHNOSONIC (K) CO.,LTD.へ、ソウル支店の営業の一部を譲渡。 

平成12年９月 株式会社ネットカムビジョンを設立。 

平成12年11月 上海（中国）にSHANGHAI KYOTEC ELECTRONIC TRADING. CO.,LTD.を設立。 

平成13年８月 本社を東京都渋谷区渋谷一丁目９番８号から渋谷区渋谷二丁目22番３号に移転。 

平成14年７月 ケーティーエス・テクノロジー株式会社を設立。 

平成15年６月 本社を東京都渋谷区渋谷二丁目22番３号から東京都品川区西五反田二丁目28番５号に移転。 

平成15年９月 ＩＳＯ14001を提出会社、連結子会社である平成堂株式会社、株式会社インフィニテック及び株式

会社ネットカムビジョンが認証取得。 

平成16年３月 ケーティーエス・テクノロジー株式会社を吸収合併。 

平成16年５月 共信コミュニケーションズ株式会社を設立。 

平成16年８月 サンタクララ（米国）に駐在員事務所を設置。 

平成16年８月 新潟LSIラボを新潟県新潟市に設置。 

平成16年10月 本社を東京都品川区西五反田二丁目28番５号から東京都品川区西五反田一丁目31番１号に移転。 

平成16年12月 日本証券業協会への店頭登録を取消し、ジャスダック証券取引所に株式を上場。 

平成17年３月 ＩＳＯ9001を提出会社、連結子会社である平成堂株式会社及び株式会社インフィニテックが認証

取得。 

平成17年４月 深圳（中国）にKYOSHIN TECHNOSONIC (SHENZHEN)LTD.を設立。 

平成19年１月 ソウル（大韓民国）にKYOSHIN COMMUNICATIONS (KOREA) CO.,LTD.を設立。 



３【事業の内容】 

 当社の企業グループは、当社、子会社10社、その他の関係会社１社及び当社と継続的で緊密な事業上の関係のあ

る関連当事者（その他の関係会社の子会社）４社により構成され、電子部品販売事業と電子機器販売事業を営んで

おります。 

 事業内容と、当社、子会社、その他の関係会社及び関連当事者にかかる位置付け、また、事業の種類別セグメン

トとの関連は、次のとおりであります。 

 なお、電子部品販売事業と電子機器販売事業は、「第５ 経理の状況 １．(1)連結財務諸表 注記事項」に掲げる

事業の種類別セグメント情報の区分と同一であります。 

（注）KYOSHIN COMMUNICATIONS (KOREA) CO., LTD.は平成19年１月に設立されました。 

区分 主要商・製品 主要な会社 

電子部品販売事業 

 

当社 

ソニー株式会社 

ソニーイーエムシーエス株式会社 

KYOSHIN  

TECHNOSONIC (ASIA) LTD． 

KYOSHIN  

TECHNOSONIC (K) CO.,LTD.  

SHANGHAI KYOTEC 

ELECTRONIC TRADING. CO.,LTD. 

KYOSHIN TECHNOSONIC (S) 

PTE LTD 

KYOSHIN  

TECHNOSONIC (SHENZHEN) LTD.   

SONY CORPORATION  

OF HONG KONG LTD. 

SONY KOREA CORPORATION  

（会社数 計10社） 

半導体 ＣＣＤ、ＬＣＤ、ＭＭＩＣ、ＡＳＩＣ、 

Ｄ－ＲＡＭ 

電子部品 
光学ピックアップユニット、バッテリー、 

ＴＶチューナー用モジュール 

電子機器販売事業  

当社 

ソニー株式会社 

ソニーマーケティング株式会社 

共信コミュニケーションズ株式会社 

平成堂株式会社 

株式会社インフィニテック 

株式会社ネットカムビジョン 

KYOSHIN  

TECHNOSONIC (ASIA) LTD． 

KYOSHIN 

TECHNOSONIC (K) CO.,LTD.  

KYOSHIN  

TECHNOSONIC (S) PTE LTD 

KYOSHIN 

COMMUNICATIONS (KOREA) CO.,LTD.   

（会社数 計11社） 

  

  

電子機器 
各種ＶＴＲ、カメラ、ビデオプリンター、音響

映像関連機器 

記録媒体品 
磁気テープ、光ディスク、データ記録用ディス

ク 

製品 
当社及び子会社取扱の電子機器を組み合わせた

システム製品 

その他 
電子機器の修理、ＡＶ機器のレンタル、教育用

ソフトウェア 



 以上について図示すると次のとおりであります。 



４【関係会社の状況】 

連結子会社 

名称 住所 資本金 
主要な
事業の
内容 

議決権
の所有
割合又
は被所
有割合 
（％） 

関係内容 

役員の兼任等

資金
援助 

設備の
賃貸借 

その他当社
役員 
（名） 

当社
従業員 
（名） 

KYOSHIN  

TECHNOSONIC 

(ASIA) LTD. 

  

CONTAINER 

PORT ROAD 

KWAI CHUNG, 

HONG KONG 

千香港 

ドル 

36,000 

電子部

品電子

機器販

売事業 

100 2 2 なし なし 

金融機関から

の借入金及び

仕入債務に対

する債務保証

を行っており

ます。 

KYOSHIN 

TECHNOSONIC 

(K)CO.,LTD. 

YEOIDO-DONG, 

YOUNG DONG  

PO-KU, 

SEOUL 

千ウォン 

3,000,000 

電子部

品電子

機器販

売事業 

80 1 3 なし なし なし 

SHANGHAI  

KYOTEC 

ELECTRONIC 

TRADING. 

CO.,LTD. 

JIU JIANG 

ROAD 

SHANGHAI 

千元 

2,134 

電子部

品販売

事業 

100 

(100)
1 2 なし なし 

金融機関から

の借入金に対

する債務保証

を行っており

ます。 

KYOSHIN  

TECHNOSONIC 

(S)PTE LTD 

ORCHARD ROAD 

SINGAPORE 

千シンガポ

ールドル 

800 

電子部

品電子

機器販

売事業 

100 

(100)
1 2 なし なし 

仕入債務に対

する債務保証

を行っており

ます。 

KYOSHIN  

TECHNOSONIC 

(SHENZHEN) LTD. 

HONGLI ROAD 

SHENZHEN 

千元 

6,401 

電子部

品販売

事業 

100 

(100)
1 2 なし なし なし 

KYOSHIN 

COMMUNICATIONS  

(KOREA)

CO.,LTD.  

YANGPYEONG 

DONG, 

YOUNG DONG 

PO-GU, 

SEOUL 

  

千ウォン 

80,000 

電子機 

器販売 

事業 

80 

(80)
－ －  なし なし なし  

共信コミュニケ

ーションズ株式

会社 

東京都 

新宿区 

百万円 

400 

電子機

器販売

事業 

80 1 － 

  

なし 

  

なし 

金融機関から

の借入金に対

する債務保証

を行っており

ます。 

平成堂 

株式会社 

香川県 

丸亀市 

百万円 

10 

電子機

器販売

事業 

90 1 － なし なし 

金融機関から

の借入金に対

する債務保証

を行っており

ます。 

株式会社インフ

ィニテック 

東京都 

品川区 

百万円 

50 

電子機

器販売

事業 

60 1 1 なし なし なし 

株式会社 

ネットカムビジ

ョン 

東京都 

日野市 

百万円 

10 

電子機

器販売

事業 

100 － 4 なし なし なし 



 （注）１．「主要な事業の内容」欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

２．KYOSHIN TECHNOSONIC (ASIA) LTD.、KYOSHIN TECHNOSONIC (K) CO.,LTD.及び共信コミュニケーションズ株

式会社は、特定子会社に該当しております。 

３．議決権の所有割合の（ ）内は、間接所有割合で内数であります。 

４．KYOSHIN TECHNOSONIC (ASIA) LTD.、KYOSHIN TECHNOSONIC (K) CO.,LTD.及び共信コミュニケーションズ株

式会社につきましては、売上高（連結相互間の内部売上高を除く。）の連結売上高に占める割合が10％を

超えております。 

 主要な損益情報等 

その他の関係会社 

（注）１．有価証券報告書を提出しております。 

２．議決権の所有割合の（ ）内は、間接所有割合で内数であります。 

      

KYOSHIN TECHNOSONIC 

(ASIA) LTD. 

 百万円 

KYOSHIN TECHNOSONIC

(K) CO.,LTD. 

 百万円 

共信コミュニケーシ

ョンズ株式会社 

 百万円 

  (1) 売上高 18,178 16,170 16,976 

  (2) 経常利益 3 525 302 

  (3) 当期純利益 △7 375 162 

  (4) 純資産額 241 1,534 702 

  (5) 総資産額 4,879 3,834 6,290 

名称 住所 資本金 
主要な事
業の内容 

議決権
の所有
割合又
は被所
有割合 
（％） 

関係内容 

役員の兼任等

資金
援助 

設備の
賃貸借 

その他当社
役員 
（名） 

当社
従業員 
（名） 

ソニー 

株式会社 

東京都 

港区 

百万円 

625,305 

電子・電

気機械器

具の製

造・販売 

(被所有)

30.5 

(2.0) 

－ － なし なし 

電子部品等の 

同社からの仕入 

（特約店） 



５【従業員の状況】 

(1)連結会社の状況 

 （注）１．従業員は就業人員であり、臨時従業員数（期間社員、契約社員及び人材派遣会社からの派遣社員を含

む。）は（ ）に当連結会計年度の平均人員を外数で記載しております。 

    ２．全社（共通）として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない当社の総務・経理部門

及び情報システム部門に所属しているものであります。 

(2)提出会社の状況 

 （注）１．従業員は就業人員であり、臨時従業員数（期間社員、契約社員及び人材派遣会社からの派遣社員を含

む。）は（ ）に当事業年度の平均人員を外数で記載しております。 

    ２. 平均年間給与は税込支払給与額の平均であり、基準外賃金及び賞与を含んでおります。 

(3)労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  平成19年３月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

電子部品販売事業   227 (12) 

電子機器販売事業   212 (31) 

全社（共通）   36 (13) 

合計   475  (56) 

  平成19年３月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（才） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

 214 (28) 37.7 9.4 6,856,304 



第２【事業の状況】 

 当社グループ（当社及び連結子会社）は、消費税等に係る会計処理方法につき、税抜方式を採用しているため、以下の

記載金額には消費税等は含まれておりません。 

１【業績等の概要】 

(1)業績 

当連結会計年度におけるわが国経済は、個人消費にやや弱さが見られたものの、企業業績の改善と、それに伴

う設備投資の増加や雇用環境の好転が見られ、民需主導で回復が続きました。当社グループが関連しております

エレクトロニクス業界におきましては、PCの出荷が低調だったものの、デジタルテレビの販売が引き続き好調だ

ったほか、デジタルスチルカメラや携帯電話も買換え需要によって伸張し、総じて堅調に推移いたしました。半

導体市場につきましても、これらIT・デジタル関連製品向けの需要が旺盛でした。 

 当社グループはこのような環境の中、市場の変化に対応できる会社－ダイナミックカンパニーへの転身を目指

し、当社の強みである映像・カメラ技術を核とした拡販活動に努めました。市場の旺盛な需要を受けて販売は堅

調に推移したものの、製品価格下落の影響により利益率が低下いたしました。 

この結果、当連結会計年度の売上高は1,176億62百万円（前連結会計年度比4.7％増）、営業利益は18億17百万

円（前連結会計年度比17.0％減）、経常利益は17億27百万円（前連結会計年度比19.5％減）となりました。当期

純利益は14億95百万円となり、前連結会計年度と比較して47.6％増となりました。これは、固定資産売却による

特別利益の増加と、固定資産の売却・引渡しに伴う土地再評価差額金の取り崩しにより法人税等の負担額が減少

したことによるものであります。  

  

当連結会計年度のセグメント別概況は次のとおりであります。 

  

① 事業の種類別セグメント 

ア．電子部品販売事業 

電子部品販売事業におきましては、市場での携帯電話やデジタルスチルカメラに対する旺盛な需要を受

け、当社の主力商品であるCCD／CMOSセンサーや、バッテリー等の周辺部品が売上を伸ばしました。海外製

半導体につきましても、きめ細やかな技術サポートの成果もあって好調に推移いたしました。しかし、市場

競争による価格下落及び一部商品在庫に対して実施した評価減の影響から、売上総利益は前連結会計年度と

比較して減少いたしました。アジア地域においては、ローカル顧客の減産による影響を受けたほか、光学ピ

ックアップ商品の販売が伸び悩みました。 

以上の結果、売上高は948億45百万円（前連結会計年度比5.3％増）、営業利益は17億30百万円（前連結会

計年度比20.5％減）となりました。 

イ．電子機器販売事業 

電子機器販売事業におきましては、地上デジタル放送の普及に伴い、放送関連機器及びHD関連機器の更新

需要が旺盛で引き続き堅調でした。企業向けAV機器では、企業業績が回復したことにより設備投資が活発に

なり、ビデオ会議システム等の販売が好調に推移いたしました。イメージセンシングビジネスにつきまして

は、半導体検査装置向け等のFAカメラが年度前半は好調でしたが、後半にやや需要が減少しました。高粗利

率の教育用AVシステムビジネスは好調であった前連結会計年度の反動で大きく減退しました。 

以上の結果、売上高は228億16百万円（前連結会計年度比2.5％増）、営業利益は７億98百万円（前連結会

計年度比5.3％減）となりました。 

  

② 所在地別セグメント 

ア．日本 

日本におきましては、事業の種類別セグメントで記載しましたように、主力のCCD／CMOSセンサー等の販

売が、携帯電話やデジタルスチルカメラや産業カメラ向けに堅調だったほか、放送機器及び企業向けAV機器

の販売が好調でありました。しかし、電子部品の価格下落及び教育用AVシステムビジネスの停滞の影響によ

り利益率は減少しました。 

以上の結果、売上高は943億30百万円（前連結会計年度比14.5％増）、営業利益は19億71百万円（前連結

会計年度比17.0％減）となりました。 



イ．アジア 

アジア経済は、中国経済が好調な投資と輸出により継続して大きな伸びを見せる等、全体的に好調であり

ました。当社グループにおきましては、携帯電話や産業用カメラ向けへの販売が堅調だった反面、ローカル

顧客の減産や光学ピックアップ商品販売の伸び悩みの影響がありました。 

以上の結果、売上高は334億57百万円（前連結会計年度比8.0％減）、営業利益は５億53百万円（前連結会

計年度比13.6％減）となりました。 

(2)キャッシュ・フロー 

当連結会計年度における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、54億29百万円（前連結

会計年度末比27億59百万円減）となりました。 

 当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動によるキャッシュ・フローは、主に、売上債権の34億77百万円の増加、仕入債務の９億26百万円の

減少、棚卸資産の４億１百万円の増加、固定資産の売却益３億84百万円及び法人税等の支払額９億29百万円

が、税金等調整前当期純利益20億65百万円と減価償却費３億91百万円により一部相殺されたことによるもので

あります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動によるキャッシュ・フローは、主に有形固定資産の売却による収入７億94百万円が、その他の投資

活動による支出１億14百万円により一部相殺されたことによるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動によるキャッシュ・フローは、主に、長期借入金の純増額９億53百万円が、短期借入金の純減額６

億53百万円及び配当金の支払１億42百万円により一部相殺されたことによるものであります。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）商品仕入実績 

 当連結会計年度の商品仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注） 金額は仕入価格により表示しております。 

(2）生産実績 

 当連結会計年度の生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注） 金額は製造原価により表示しております。 

(3）受注状況 

 当連結会計年度における受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注） 金額は販売価格により表示しております。 

(4）販売実績 

 当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注） 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。 

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円） 前年同期比（％） 

電子部品販売事業 89,617 107.0 

電子機器販売事業 12,401 99.6 

合計 102,018 106.0 

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円） 前年同期比（％） 

電子機器販売事業 6,787 108.9 

事業の種類別セグメントの名称 受注高（百万円） 前年同期比（％） 受注残高（百万円） 前年同期比（％）

電子機器販売事業 8,470 112.3 887 200.4 

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円） 前年同期比（％） 

電子部品販売事業 94,845 105.3 

電子機器販売事業 22,816 102.5 

合計 117,662 104.7 

相手先 

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
 至 平成19年３月31日) 

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％）

ＬＧ電子株式会社 12,109 10.8 ― ― 



３【対処すべき課題】 

 当社グループのビジョンの一つである「総合的に業界でベンチマークされる企業になる」とは、すなわち、

エクセレントカンパニーへの挑戦であります。財務数値、顧客満足、業務改革、社会貢献、組織風土、人材と

いった全方位的観点からベンチマークされる企業となり得るよう、人材強化、組織風土改革、システム整備を

礎とし、業務プロセスの継続的な改善、顧客・サプライヤー価値の創造を通して、利益の創造、企業価値向上

を図ってまいります。中長期的な経営戦略と対処すべき課題は以下の通りであります。 

(1）安定した経営基盤の構築 

 当社グループのビジョンの一つである「いかなる環境下においても成長する」の実現を目指して、景気やア

プリケーション市場の変動に左右されない経営基盤の構築を推進してまいります。 

① 電子部品販売事業 

 電子部品販売事業におきましては、顧客への価値提案と成長領域への集中によって、当社ビジネスの柱で

あるソニーデバイスビジネスの一層の強化を図ってまいります。ソニー株式会社との綿密な連携により戦略

的な販売体制を敷くとともに、顧客との良好な関係構築に努めることで、ソニー株式会社、当社、顧客の三

者間の繋がりを確固たるものとして売上拡大に結びつけてまいります。従来より取り組んでいる新規ベンダ

ーの開拓による取り扱い商材の充実も、ソニーデバイスのラインナップを補完するべく継続してまいりま

す。ライン営業及び技術部隊との協業により新規商材の開拓、拡販を担当する販売推進部隊を中心に、いわ

ゆるニュービジネスを売上に結びつける活動を展開してまいります。 

② 電子機器販売事業 

 電子機器販売事業におきましては、当社とソニーマーケティング株式会社の合弁で設立した共信コミュニ

ケーションズ株式会社を中心に、放送関連市場や企業・文教・官公庁市場向けに事業活動を行っておりま

す。電子機器販売市場は価格競争が厳しく、拡販活動の強化や営業効率の追及など安定した収益の確保に向

けた諸施策が常に求められます。ソニーマーケティング株式会社をはじめとしたサプライヤーと連携した拡

販活動の強化によって既存市場の掘り起こしを進めていくほか、CATV市場、メディカル市場といった新規市

場への積極的な進出や、通信と放送の融合に伴う新たなビジネス案件の獲得などにより、収益源の拡大を目

指してまいります。一方、FA用、車載用カメラの販売を手がけるイメージセンシングビジネスにつきまして

は、市場の将来性・有望性に鑑み、販売体制及びマーケティング戦略の強化により将来のビジネスの柱へ成

長させてまいります。 

③ 環境ソリューション事業 

 さらに当社では、顧客に新たな付加価値を提供するべく、平成17年５月より環境ソリューション事業に参

入しております。社会貢献とビジネスとしての収益性を両立させる新しい事業形態の早期確立を目指してお

ります。具体的な事業内容としましては、リユース・リサイクル可能な梱包材の提供やそのシステムの提供

等を皮切りに、将来的には環境対応商品開発販売や環境コンサルティング業務も視野に入れております。世

界レベルで環境に対する意識が高まる中、環境対応を迫られている当社の主要顧客であるエレクトロニクス

メーカーを中心に、ソリューションを提案・提供することで当社既存の電子部品販売事業とのシナジー効果

を発揮させ、中期的に当社事業の柱の一つとしてまいります。 

④ 競争力・生産性の向上 

 経営基盤の強化にとって、効果的・効率的な人材活用と組織運営は不可欠です。自律型人材の育成や、バ

ランススコアカードを活用し、コーポレートと従業員の目的・目標に一貫性を持たせることによる組織活力

の向上など、中期的な競争力・生産性向上につながる施策を展開してまいります。 

(2）海外事業の強化 

 顧客メーカーの生産拠点の海外シフト等により、海外売上高は当社グループの売上高の約35％を占めるに至

っております。今後は飽和状態にある日本市場と対照的に成長ステージにあるアジアの市場、特に中国でのビ

ジネス展開が当社グループの持続的成長には不可欠です。 

 中国においては、日系メーカーの海外シフトへ従来通り積極的に対応していくとともに、ローカルビジネス

を重要なビジネスの柱と捉え、その拡大に注力してまいります。具体的にはローカルビジネスに精通した人材

を確保するとともに、セールス・スキルアップを行い、ローカルメンバーを中心とした体制によるソリューシ

ョン提案型ビジネスを展開してまいります。また、日本の販売推進部隊との密接な連携により、ビジネス拡大

のための新商材の発掘と拡販を強化してまいります。 

 海外事業強化のためには、ソニー株式会社のアジアにおける拠点との協業体制を確立することも重要な課題

と考えており、各拠点と協業内容について具体的な協議を行っております。 



(3）特徴ある技術商社を目指した技術力強化 

 当社の目指す「特徴ある技術商社」は、当社技術部門であるテクノロジーセンターが顧客に対し独自の付加

価値を提供し、電子部品販売事業とのシナジーを形成することにより実現できると考えております。具体的に

は、当社が長年にわたって蓄積してきた独自技術によるソリューション提案を行うことで、顧客の製品開発の

効率化を促進させてまいります。また当社と密接な関係を持つソニー株式会社の半導体事業及びプロダクツに

技術強化のベクトルを対応させていき、相乗効果を発揮させてまいります。並行して次世代技術への選択・集

中を行い、技術レベルの向上を目指します。これらの活動を通じて当社は、顧客ニーズに対応していく技術ス

タイルから顧客メリットの提案ができる技術スタイルへの変貌を果たし、自らの存在意義を高めてまいりま

す。更には、技術サポート部隊という従来のポジションから活動のフィールドを広げ、開発受託ビジネスにお

いて大手半導体メーカーとの協業を進めるなど、高付加価値ビジネス開拓に力を注ぎ、収益面での貢献を果た

してまいります。 

(4）経営品質の向上 

 当社グループはお客様満足の実現を第一義と考えており、社是の一つである「顧客第一の経営」を現実のも

のとすべく、「顧客満足の向上」、「業務品質の向上」、「企業業績の向上」、ひいては、「経営品質の向

上」を目的として、当社国内全事業所ならびに関係会社である株式会社インフィニテック、平成堂株式会社に

おいて、平成17年３月にISO9001規格の認証を取得し、品質向上に向けての取り組みを強化しております。平成

18年４月からはISO14001の環境マネジメントシステムとの統合運用を開始し、当社における重要な経営革新の

ツールとしての位置付けをより明確なものにいたしました。今後もマネジメントシステムを有効活用すること

で、当社グループの経営品質を継続的に改善・向上させ、顧客満足向上、社会環境貢献を実現してまいりま

す。 

 また、法令として要求されている財務報告に係る内部統制システムの構築・運用に関しても財務報告の信頼

性確保に留まらず、業務の透明化・標準化・効率化により、更なる経営品質の向上に努めてまいります。 

(5）積極的なIR活動 

 当社は、あらゆるステークホルダーの当社に対する理解を促進し、適正な評価と信頼を得るために、当社に

関する情報の公正・適時適切な開示を行うとともに、積極的かつわかりやすいIR活動を実践しております。公

式ホームページのIR情報サイトに個人株主・投資家専用のページを設け、個人投資家の皆様にも容易に当社に

ついての理解を深めていただけるようにしたほか、IRメールマガジンを月１回のペースで発行して情報発信の

機会を増やすことに努めております。そのほか、株主向け報告書を通じたアンケートによって株主の皆様から

意見を収集し、当社からの一方的な情報発信ではない双方向コミュニケーションの実現を目指しております。

今後も情報の適時更新と内容の充実に努め、株主・投資家の皆様と良好なコミュニケーションを推進してまい

ります。 



４【事業等のリスク】 

 有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼ

す可能性のある事項には、以下のようなものがあります。 

 当社グループはこれらのリスク発生の可能性を認識した上で、発生の予防及び発生時の対応に努める方針であ

ります。なお、以下のリスク項目は、当社株式への投資に関連するリスクをすべて網羅したものではありませ

ん。また、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において判断したものであります。 

(1）電子部品販売事業における顧客の需要動向による影響について 

 当社グループ（当社及び子会社）の電子部品販売事業の取扱商品は半導体、電子部品でありますので、顧客

の半導体需要動向及びそれらを搭載した顧客製品の消費動向は業績に大きな影響を与える可能性があります。  

 また、受発注管理の徹底により商品在庫を抑えることに留意しておりますが、顧客需要の急激な冷え込みに

より、商品在庫過多に陥る可能性があります。 

(2）電子機器販売事業における景気変動による影響と事業の季節変動について 

 当社グループの電子機器販売事業は、放送関連市場、企業・学校・官公庁市場を主な市場としている特性か

ら、顧客の予算執行に大きく依存し、景気変動や顧客を取り巻く経営環境に伴い顧客が予算を執行しない場合

は当社グループの業績が影響を受ける可能性があります。 

  また、顧客の予算執行の関係で期末の９月と３月に売上高が集中する傾向にあり、期末月の売上予測を過大

に見積もった場合、当社グループの業績予測に少なからぬ影響を及ぼす可能性があります。 

(3）特定の取引先への依存度が高いことについて 

 当社グループはソニー株式会社と半導体、電子部品販売に係る特約店契約を締結し、ソニーマーケティング

株式会社と情報関連機器等販売に係る特約店契約を締結しており、これら２社からの仕入高の当社グループ全

仕入高に占める割合は当連結会計年度では約50％となっております。従いまして、ソニー株式会社もしくはソ

ニーマーケティング株式会社の経営戦略の変更等は、業績に影響を及ぼす可能性があります。 

(4）為替変動の影響について 

 当社の輸出ビジネスは、平成16年４月以降は仕入通貨、回収通貨はそれぞれ主として米ドル建てに変更され

ておりますが、為替変動によるリスクを全て排除することは不可能であります。 

(5）人材の確保及び育成について 

 当社グループは優れた人材の採用及び育成を最重要課題の一つと認識しており、特に有能なエンジニアは今

後の当社グループの事業拡大に不可欠であります。こういった人材を確保または育成できなかった場合には、

当社グループの事業展開や経営成績に影響が及ぶ可能性があります。 

(6）競合について 

 当社グループの商品カテゴリーを扱う商社は多数存在するため、価格競争の激化、技術革新に伴う商品の陳

腐化といった要因が業績に影響を及ぼす可能性があります。 

(7）海外進出に伴うリスクについて 

 当社グループは海外ビジネスの拡大を大きな経営目標に掲げており、特に中国でのビジネスに注力を続けて

おります。そのため、中国における政治・経済状況の変化、法律・税制の変化、労働力不足と人件費高騰及び

日中関係の変化等が業績に影響を与える可能性があります。また、日系メーカーを中心とした中国生産シフト

動向に変化が生じた場合や注力しているローカルビジネス拡大戦略が予定通り進捗しない場合は、当社グルー

プの業績に影響が生じる可能性があります。 

(8）退職給付債務 

 当社グループの従業員退職給付費用及び債務は、割引率等数理計算上で設定される前提条件や年金資産の期

待運用収益率に基づいて算出されております。実際の結果が前提条件と異なる場合、または、前提条件が変更

された場合はその影響は累積され、将来にわたって規則的に認識されるため、一般的には将来期間において認

識される費用及び計上される債務に影響を及ぼします。今後の割引率の低下や運用利回りの悪化は当社グルー

プの業績と財務状況に影響を及ぼす可能性があります。 



(9）環境ソリューション事業への参入について 

 当社では世界レベルでの環境意識の高まりに対応するべく、環境ビジネスへの取り組みを始めました。環境

問題への対応を迫られる大手電機メーカーなどを対象に、様々なソリューションを提案・提供するとともに、

環境コンサルティングをも視野に入れており、既存ビジネスとのシナジー効果も生まれるものと期待しており

ます。しかし、当社にとって過去に経験のないまったくの新規事業であるため、事業への投資、顧客開拓、人

材育成といったさまざまな課題があります。現状もビジネスを軌道に乗せるべくまさにこれらの課題に取り組

んでいる最中であり、これらが順調に解決できない場合、当事業の立ち上げに影響が出る可能性があります。 

(10）技術投資に関するリスクについて 

 当社グループでは、同業他社との差別化を図り電子部品商社としての付加価値を顧客に提供するべく、技術

力の強化に努めております。サプライヤーの不得意あるいは手薄な技術分野を補完し、密接な協力体制を構築

することで、自らの存在意義を高めていこうと考えており、そのための人材育成・確保といった先行投資にも

力をいれております。しかしながら、半導体・電子部品の技術革新スピードは早く、対応するために必要とな

る投資額も増加の一途をたどっております。ビジネス案件が頓挫し、投資額に見合ったリターンを得られない

ような場合、当社グループの業績と財務状況に影響を及ぼす可能性があります。 



５【経営上の重要な契約等】 

(1）特約店契約 

６【研究開発活動】 

 当社グループでは、エレクトロニクス技術商社として顧客に付加価値を提供するべく、技術サポートを中心とし

た以下のような研究開発に取り組んでおります。 

 なお、当連結会計年度における研究開発費の総額は12百万円となっております。 

(1）電子部品販売事業 

 技術部門であるテクノロジーセンターにおいて、顧客、サプライヤーに密着した技術サポートを展開すると

ともに、大手半導体メーカーからのLSI受託開発及び次世代最先端技術の研究も行っております。 

(2）電子機器販売事業 

 該当事項はありません。 

会社名 契約先 契約品目 契約の内容 契約期間 

共信テクノソニッ

ク株式会社 

（提出会社） 
ソニー株式会社 

ソニー製

半導体 

情報機器メーカーの製品に組み込まれる

マイコン、ＣＣＤ等半導体販売に係わる

特約店契約 

昭和38年11月１日より

１ヶ年以後自動更新 

 
ソニー製

電子部品 

情報関連メーカーの製品に組み込まれる

光学ピックアップユニット、ＣＤ－ＲＯ

Ｍ等販売に係わる特約店契約 

昭和58年11月１日より

１ヶ年以後自動更新 

 

ソニーマーケテ

ィング株式会社 

ソニー製

特機商品 

学校・企業法人等で使用するカメラ・Ｖ

ＴＲ等ＡＶ機器・情報関連機器販売に係

わる特約店契約 

昭和36年10月１日より

１ヶ年以後自動更新  

 
ソニー製

家電商品 

家庭用テレビ、ＶＴＲ等一般家庭用電気

商品販売に係わる特約店契約 

昭和37年４月１日より

１ヶ年以後自動更新 

 

ソニー製

記録媒体

品 

放送局・番組制作会社等で使用するビデ

オテープ等販売に係わる特約店契約 

昭和57年２月１日より

１ヶ年以後自動更新 

共信コミュニケー

ションズ株式会社 

（連結子会社） 

ソニーマーケテ

ィング株式会社 

ソニー製

情報機器 

放送局・番組制作会社・学校・企業等で

使用するカメラ・ＶＴＲ等ＡＶ機器・情

報関連機器販売に係わる特約店契約  

平成16年10月１日から 

１ヶ年以後自動更新  

   
ソニー製

家電商品 

家庭用テレビ、ＶＴＲ等一般家庭用電気

商品販売に係わる特約店契約  

平成16年10月１日から 

１ヶ年以後自動更新  



７【財政状態及び経営成績の分析】 

(1）重要な会計方針及び見積り 

 当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成さ

れております。この連結財務諸表の作成に当たりまして、以下の分析が行われております。 

 当社経営陣は、連結財務諸表の作成に際し、決算日における資産・負債の報告数値及び偶発債務の開示、な

らびに報告期間における収入・費用の報告数値に影響を与える見積り及び仮定設定を行わなければなりませ

ん。経営陣は、貸倒債権、棚卸資産、投資、法人税等、財務活動、退職金、偶発事象や訴訟等に関する見積り

及び判断に対して、継続して評価を行っております。経営陣は、過去の実績や状況に応じ合理的だと考えられ

る様々な要因に基づき、見積り及び判断を行います。実際の結果は、見積り特有の不確実性があるため、これ

らの見積りと異なる場合があります。 

(2）財務状態の分析 

① 流動資産 

 当連結会計年度末における流動資産の残高は、403億67百万円（前連結会計年度末は389億45百万円）とな

り、14億21百万円増加しました。これは主に、受取手形及び売掛金の増加（257億98百万円から293億72百万円

へ35億73百万円増）、棚卸資産の増加（38億23百万円から42億55百万円へ４億32百万円増）が、現金及び預金

の減少（81億96百万円から54億29百万円へ27億66百万円減）により一部相殺されたことによるものでありま

す。 

② 固定資産 

 当連結会計年度末の固定資産の残高は15億97百万円（前連結会計年度末は24億67百万円）となり、８億69百

万円減少しました。これは、固定資産の売却に伴う有形固定資産の減少（７億62百万円から２億20百万円へ５

億42百万円減）、無形固定資産の減少（５億89百万円から４億52百万円へ１億36百万円減）、及び投資その他

の資産の減少（11億15百万円から９億25百万円へ１億90百万円減）によるものであります。 

③ 流動負債 

 当連結会計年度末の流動負債の残高は274億90百万円（前連結会計年度末は258億52百万円）となり、16億37

百万円増加しました。これは主に、一年以内償還予定の社債（32億円）が支払手形及び買掛金の減少（209億85

百万円から202億32百万円へ７億52百万円減）と短期借入金の減少（20億92百万円から14億20百万円へ６億72百

万円減）により一部相殺されたことによるものであります。 

④ 固定負債 

 当連結会計年度末の固定負債の残高は、51億87百万円（前連結会計年度末は77億41百万円）となり、25億54

百万円減少しました。これは主に、社債の減少（平成17年３月期末に発行した32億円が一年以内償還予定とな

り流動負債へ移動）が長期借入金の増加（15億84百万円から22億29百万円へ６億45百万円増）により一部相殺

されたことによるものであります。 

⑤ 純資産 

 当連結会計年度末の純資産の残高は92億87百万円（前連結会計年度末は資本の部と少数株主持分を合わせて

78億19百万円）となり、14億67百万円増加しました。これは主に、利益剰余金の増加（51億20百万円から52億

94百万円へ１億73百万円増）と土地評価差額金（△11億78百万円）の取り崩しによるものであります。 

(3）経営成績の分析 

 当連結会計年度における損益計算書の概要は以下のとおりであります。 

売上高      1,176億62百万円（前連結会計年度比4.7％増） 

売上総利益     92億86百万円（前連結会計年度比5.0％減） 

営業利益       18億17百万円（前連結会計年度比17.0％減） 

経常利益       17億27百万円（前連結会計年度比19.5％減） 

当期純利益     14億95百万円（前連結会計年度比47.6％増） 

 当連結会計年度における売上総利益率は7.9％（前連結会計年度は8.7％）となり、0.8％低下しました。事業

の種類別に見ますと、電子部品販売事業が5.9％（前連結会計年度から0.8％低下）、電子機器販売事業が

16.2％（前連結会計年度から0.5％低下）であります。電子部品販売事業の売上総利益率低下は、主に市場競争

による価格下落及び一部商品在庫に対して実施した評価減の影響によるものであります。電子機器販売事業の

売上総利益率低下は、主に利益率の高い教育用AVシステムビジネスが好調であった前連結年度の反動で大きく

減退したことによるものであります。 

 当連結会計年度における販売費及び一般管理費は、74億69百万円（前連結会計年度は75億89百万円）とな

り、１億20百万円減少しました。人件費の減少が主な要因であります。 

 当連結会計年度における営業外損益（営業外収益マイナス営業外費用）は、89百万円の費用超過（前連結会



計年度は42百万円の費用超過）となり、47百万円悪化しました。為替差損益が90百万円悪化したことが主な要

因であります。 

 特別利益として、３億97百万円（前連結会計年度は１億14百万円）を計上しており、この中には固定資産売

却益３億84百万円が含まれています。特別損失は、59百万円（前連結会計年度は１億58百万円）となり、99百

万円減少しました。これは、主に前連結会計年度に特別退職金56百万円、減損会計適用による減損損失61百万

円が含まれていたことによるものであります。 

 当連結会計年における法人税等の負担率は21.9％（前連結会計年度は45.3％）となりました。これは主に固

定資産の売却・引渡しに伴う土地再評価差額金の取り崩しにより、法人税等の負担額が軽減されたことによる

ものであります。 

 以上により当連結会計年度の当期純利益は14億95百万円（前連結会計年度は10億13百万円）となりました。 

(4）キャッシュ・フローの分析 

当連結会計年度におけるキャッシュ・フロー計算書の概要は以下のとおりであります。 

現金及び現金同等物の期末残高          54億29百万円（前連結会計年度末比27億59百万円減） 

営業活動によるキャッシュ・フロー     △36億３百万円（前連結会計年度比27億20百万円減） 

投資活動によるキャッシュ・フロー       ６億54百万円（前連結会計年度比６億８百万円増） 

財務活動によるキャッシュ・フロー       １億15百万円（前連結会計年度比19億81百万円減） 

 営業活動によるキャッシュ・フローは主に、売上債権の34億77百万円の増加、仕入債務の９億26百万円の減

少、棚卸資産の４億１百万円の増加、固定資産の売却益３億84百万円及び法人税等の支払額９億29百万円が、

税金等調整前当期純利益20億65百万円と減価償却費３億91百万円により一部相殺されたことによるものであり

ます。 

 投資活動によるキャッシュ・フローは、主に、有形固定資産の売却による収入７億94百万円が、その他の投

資活動による支出１億14百万円により一部相殺されたことによるものであります。 

 財務活動によるキャッシュ・フローは、主に、長期借入金の純増額９億53百万円が、短期借入金の純減額６

億53百万円及び配当金の支払１億42百万円により一部相殺されたことによるものであります。 

(5）経営者の問題認識と今後の方針について 

 電子部品販売事業におきましては、ソニー製デバイス、特にCCD／CMOSセンサーといったイメージングデバイ

スへの依存度が高く、携帯電話、デジタルスチルカメラの市場動向により大きく影響を受けるビジネス構造と

なっております。従って、以前より取り組んでいる新規ベンダーの開拓により取扱い商材のラインナップを充

実させ、アプリケーションカテゴリーを多角化させることが課題と認識しております。ライン営業との協業に

より新規商材の開拓、拡販を担当する販売推進部隊を中心に、いわゆるニュービジネスを売上に結びつける活

動を展開してまいります。それとともに、米国シリコンバレーの駐在員事務所からの情報も活用し、海外半導

体を始めとした商材の拡大を推進してまいります。 

 電子機器販売事業におきましては、当社とソニーマーケティング株式会社の合弁で設立した共信コミュニケ

ーションズ株式会社を中心に、放送関連市場や企業・文教・官公庁市場向けに事業活動を行っております。電

子機器販売市場は競争が厳しく、拡販活動の強化や営業効率の追及など安定した収益の確保に向けた諸施策が

常に求められます。ソニーマーケティング株式会社をはじめとしたサプライヤーと連携した拡販活動の強化に

よって既存市場の掘り起こしを進めていくほか、CATV市場、メディカル市場といった新規市場への積極的な進

出や、通信と放送の融合に伴う新たなビジネス案件の獲得などにより、収益源の拡大を目指してまいります。

一方、FA用、車載用カメラの販売を手がけるイメージセンシングビジネスにつきましては、市場の将来性・有

望性に鑑み、販売体制及びマーケティング戦略の強化を実行してまいります。 

 また、メーカーの生産拠点の海外シフト等により、海外売上高は当社グループの売上高の約35％を占めてお

ります。今後は飽和状態にある日本市場と対照的に成長ステージにあるアジアの市場、特に中国でのビジネス

展開が当社グループの持続的成長には不可欠と考えております。中国においては、日系メーカーの海外シフト

へ従来どおり積極的に対応していくとともに、ローカルビジネスを重要なビジネスの柱と捉え、その充実に注

力してまいります。具体的にはローカルビジネスに精通した人材を確保するとともに、セールス・スキルアッ

プを行い、ローカルビジネスメンバーを中心とした体制によるソリューション提案型ビジネスを展開してまい

ります。また、日本の販売推進部隊との密接な連携により、ビジネス拡大のための新商材の発掘と拡販を強化

してまいります。 

 以上に加えて、顧客に新たな付加価値を提供し、差別化を実現することが重要と考えております。当社技術

部隊が保有する独自技術を活用したソリューション提案を顧客に対して行い、電子部品販売事業とのシナジー

効果を発揮させていくこともそれに向けた施策の一つであります。 



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

 当連結会計年度において、重要な設備投資は実施しておりません。 

 なお、当連結会計年度において、提出会社は連結子会社の共信コミュニケーションズ株式会社に対し賃貸して

おりました設備及び営業販売施設等を売却し、384百万円の売却益を計上しております。 

２【主要な設備の状況】 

当社グループにおける主要な設備は、次のとおりであります。 

(1)提出会社 

(2)国内子会社 

  （平成19年３月31日現在）

事業所名 
（所在地） 

事業の種類
別セグメン
トの名称 

設備の内容

帳簿価額

従業員数
（人） 建物及び

構築物 
(百万円) 

土地
(百万円) 
(面積㎡) 

その他
（百万円） 

合計 
（百万円） 

本社 

(東京都品川区) 

全社(共通) 

電子部品 

統括業務施設 

営業販売施設 
21 － 22 44 

146 

(14)

上尾ロジスティックスセン

ター 

(埼玉県上尾市) 

電子部品 

電子機器 
物流業務施設 22 － 3 26 

2 

(9)

西東京営業所 

外６営業所 
電子部品 営業販売施設 6 － 0 6 

39 

(3)

多摩オフィス 

(東京都日野市）  
電子機器 営業販売施設 7 

－ 

  
1 9 

27 

(1)

  （平成19年３月31日現在）

会社名 
事業所名 
（所在地） 

事業の種類
別セグメン
トの名称 

設備の内容

帳簿価額

従業員数
（人） 建物及び

構築物 
（百万円）

土地
(百万円)
(面積㎡)

その他
（百万円） 

合計 
（百万円） 

共信コミュ

ニケーショ

ンズ 

株式会社 

本社 

(東京都新宿区) 
電子機器 営業販売施設 13 － 38 51 

153 

(25)

平成堂  

株式会社 

本社 

(香川県丸亀市) 
電子機器 営業販売施設 6 

42 

(738.07)
0 49 

12 

(－)

株式会社 

インフィニ

テック 

本社 

(東京都世田谷

区) 

電子機器 営業販売施設 1 － 5 7 
19 

(－)



(3)在外子会社 

 （注）１．帳簿価額「その他」は、車両運搬具，工具器具及び備品であります。 

２．従業員数の（ ）は、平均臨時従業員数を外書しております。 

３．上記の他、提出会社の主要なリース設備として、以下のものがあります。 

３【設備の新設、除却等の計画】 

 当連結会計年度において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はあ

りません。 

  （平成19年３月31日現在）

会社名 
事業所名 
（所在地） 

事業の種類
別セグメン
トの名称 

設備の内容

帳簿価額

従業員数
（人） 建物及び

構築物 
（百万円）

土地
(百万円)
(面積㎡)

その他 
（百万円） 

合計 
（百万円） 

KYOSHIN 

TECHNOSONIC 

(ASIA)LTD. 

本社 

(中国香港) 

電子部品 

電子機器 
営業販売施設 － － 4 4 

28 

(－)

KYOSHIN 

TECHNOSONIC 

(K)CO.,LTD. 

本社 

(大韓民国) 

電子部品 

電子機器 
営業販売施設 － － 7 7 

30 

(－)

SHANGHAI 

KYOTEC 

ELECTRONIC 

TRADING. 

CO.,LTD. 

本社 

(中国上海) 
電子部品 営業販売施設 － － 4 4 

13 

(－)

KYOSHIN 

TECHNOSONIC 

(S)PTE LTD 

本社 

(シンガポール) 

電子部品 

電子機器 
営業販売施設 － － 3 3 

5 

(－)

KYOSHIN 

COMMUNICATIONS

(KOREA)

CO.,LTD. 

  

  

本社 

(大韓民国) 
電子機器 営業販売施設 4 － 0 5 

1 

(－)

事業所名 
（所在地） 

事業の種類別セグ
メントの名称 

設備の内容 年間リース料（百万円）

本社 

（東京都品川区） 

全社（共通） 

電子部品 

統括業務設備 

営業販売設備 
27 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

(3）【ライツプランの内容】 

  該当事項はありません。 

(4）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注）新株引受権付社債の新株引受権行使による増加 

〔平成12年４月１日～平成13年３月31日〕 

(5）【所有者別状況】 

 （注）  自己株式264株は、「個人その他」に２単元及び「単元未満株式の状況」に64株含めて記載しております。 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 28,296,000 

計 28,296,000 

 種類 
事業年度末現在発行数 

(株) 
(平成19年３月31日) 

提出日現在発行数 
(株) 

(平成19年６月27日) 

上場証券取引所名又は 
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 7,148,400 同左 ジャスダック証券取引所 － 

計 7,148,400 同左 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
  （株） 

発行済株式総
数残高 
  （株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
 （百万円） 

資本準備金残
高 
 （百万円） 

平成13年３月31日

（注） 
28,800 7,148,400 11 1,433 12 1,571 

  平成19年３月31日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数100株） 
単元未満株

式の状況 

（株） 
政府及び地

方公共団体 
金融機関 証券会社 

その他の法

人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） － 13 16 38 6 1 1,587 1,661 － 

所有株式数（単元） － 6,298 402 29,589 914 10 34,257 71,470 1,400 

所有株式数の割合

（％） 
－ 8.81 0.56 41.40 1.28 0.01 47.94 100.0 － 



(6）【大株主の状況】 

(7）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

  

  平成19年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

ソニー株式会社 東京都港区港南1－7－1  2,035 28.48 

春名 昌哉 埼玉県さいたま市大宮区 216 3.02 

有限会社ホウエツ 東京都杉並区久我山2－14－11 192 2.69 

中澤 三之助 群馬県伊勢崎市 183 2.56 

株式会社みずほ銀行 

（常任代理人 資産管理サービス

信託銀行株式会社） 

東京都千代田区内幸町1－1－5 

（東京都中央区晴海1－8－12） 
174 2.43 

松永 尚子 東京都渋谷区 164 2.29 

北愛知リース株式会社 愛知県名古屋市北区若葉通1－38 158 2.22 

有限会社タツエイ 東京都港区白金台2－5－23 156 2.18 

共信テクノソニック従業員持株会 東京都品川区西五反田1－31－1 149 2.08 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内2－7－1 144 2.01 

ソニーマーケティング株式会社 東京都港区高輪4－10－18 144 2.01 

計 － 3,717 52.01 

平成19年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ― 

議決権制限株式（その他） ― ― ― 

完全議決権株式（自己株式等） 
普通株式 

200 
― ― 

完全議決権株式（その他） 
普通株式 

7,146,800 
71,468 ― 

単元未満株式 
普通株式 

1,400 
― ― 

発行済株式総数 7,148,400 ― ― 

総株主の議決権 － 71,468 ― 



②【自己株式等】 

(8）【ストックオプション制度の内容】 

 該当事項はありません。 

平成19年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 
（％） 

共信テクノソニック 

株式会社 

東京都品川区西五反

田1-31-1 
200  － 200  0.00 

計 ― 200  － 200  0.00 



２【自己株式の取得等の状況】 

   【株式の種類等】    該当事項はありません。 

  (1)【株主総会決議による取得の状況】 

  該当事項はありません。 

  (2)【取締役会決議による取得の状況】 

  該当事項はありません。 

  (3)【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

       該当事項はありません。 

   (4)【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

区分 当事業年度 当期間 

  株式数（株） 
処分価額の総額 

（円）  
株式数（株）  

処分価額の総額 

（円）  

引き受ける者の募集を行った取得自己株

式 
－ － － －

消却の処分を行った取得自己株式  － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を

行った取得自己株式  
－ － － －

その他 － － － －

保有自己株式数 264 － 264 －



３【配当政策】 

 当社は株主各位への利益還元を経営の最重要課題の一つと考え、平成20年３月期より業績に左右されない安定

した配当と業績連動型の配当をミックスした配当政策を実施することを基本方針とします。より具体的には、連

結純資産（少数株主控除後）の１％（連結純資産の充実に伴い、料率を変化させる可能性あり）を安定配当の原

資とし、それに連結当期純利益額に応じた業績連動型配当を上乗せする形で配当額を決定します。また、内部留

保資金につきましては、今後ますます激化する市場競争に対応するため、営業力・技術開発力強化に向けた投

資、新規ビジネス拡大のための投資、運転資金、財務体質強化に活用する予定であります。 

 当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としております。 

 これらの剰余金の配当の決定機関は取締役会であります。また当社は「取締役会の決議により、毎年９月30日

を基準日として、中間配当を行うことができる。」旨を定款に定めております。 

 なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。 

４【株価の推移】 

(1)【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、平成16年12月13日よりジャスダック証券取引所におけるものであり、それ以前は日本証券

業協会の公表のものであります。なお、第44期の事業年度別最高・最低株価のうち、※は日本証券業協会の公

表のものであります。 

(2)【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

決議年月日 
配当金の総額 

（百万円） 

１株当たり配当額 

（円） 

平成19年５月28日 

取締役会決議 
142 20

回次 第42期 第43期 第44期 第45期 第46期

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

最高（円） 865 950 ※1,250 1,277      1,289 

最低（円） 350 530 600 620 866 

月別 平成18年10月 11月 12月 平成19年１月 ２月 ３月

最高（円） 1,129 1,029  980 1,046 1,037 1,031 

最低（円） 984 866 913 964 960 970 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数

（千株） 

代表取締役 

社長 

デバイスソリ

ューション 

営業本部長 

早川 富隆 昭和18年８月20日生 

昭和42年４月 ソニー株式会社入社 

平成５年４月 Sony Espana S.A.社長 

平成７年10月 ソニー株式会社セミコンダ

クターカンパニー海外マー

ケティング部統括部長  

平成10年７月 同社エレクトロニックデバ

イス営業本部半導体国内営

業部統括部長 

平成11年４月 Sony Corporation 

of Hong Kong Ltd.社長 

平成15年５月 当社入社 

平成15年６月 当社代表取締役社長就任 

平成19年４月 当社代表取締役社長デバイ

スソリューション営業本部

長就任（現任） 

（注）

2 
26 

専務取締役 管理本部長 山川 良三 昭和22年４月20日生 

昭和46年４月 東京三洋電機株式会社 

  （現 三洋電機株式会社） 

入社 

平成３年９月 株式会社テクノソニック 

入社 

平成10年６月 同社取締役管理部門長就任 

平成12年４月 当社執行役員就任 

平成12年７月 当社執行役員常務就任 

平成13年６月 当社取締役経営企画室長 

就任 

平成15年６月 当社常務取締役総合企画室

長就任 

平成17年6月 株式会社インフィニテック

代表取締役社長就任 

（現任） 

平成17年10月 当社常務取締役総務部門長

就任 

平成19年４月 当社常務取締役管理本部長

就任 

平成19年６月  当社専務取締役管理本部長

就任（現任） 

（注）

2 
28 

 



役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数

（千株） 

常務取締役 

電子 

デバイス 

営業本部長 

小島 茂 昭和28年２月25日生 

昭和55年８月 東京三洋電機株式会社 

  （現三洋電機株式会社） 

入社  

平成２年２月 株式会社テクノソニック 

入社 

平成12年７月 当社執行役員就任 

平成15年４月 当社執行役員常務エレクト

ロニックデバイスビジネス

カンパニープレジデント 

就任 

平成15年６月 当社取締役エレクトロニッ

クデバイスビジネスカンパ

ニープレジデント就任 

平成17年４月 当社取締役第一営業部門長

就任 

平成19年４月 当社取締役電子デバイス営

業本部長就任 

平成19年６月  当社常務取締役電子デバイ

ス営業本部長就任（現任）  

（注）

2 
12 

取締役 

システムソ

リューショ

ン営業本部

長 

河部 充男 昭和23年９月９日生 

昭和46年４月 ソニー商事株式会社 

  （現ソニーマーケティング

株式会社）入社  

昭和56年１月 ソニー株式会社入社 

平成14年１月 当社入社 

  当社執行役員就任 

平成15年４月 当社執行役員常務情報通信

ビジネスカンパニープレジ

デント就任 

平成15年６月 当社取締役情報通信ビジネ

スカンパニープレジデント

就任 

平成18年４月  当社取締役ＩＳＳ営業 

部門長就任 

平成18年10月 株式会社ネットカムビジョ

ン代表取締役社長就任（現

任） 

平成19年４月 当社取締役システムソリュ

ーション営業本部長就任

（現任） 

（注）

2 
2 

取締役  
ビジネス 

開発本部長 
櫛山 寿夫  昭和21年８月26日生  

昭和46年４月 日本電気株式会社入社 

平成14年８月  サンディスク株式会社代表

取締役就任 

平成16年12月  同社代表取締役退任  

平成17年10月  当社入社 

顧問  

平成18年４月  当社販売推進部門長就任  

平成18年６月  当社取締役販売推進 

部門長就任 

平成19年４月 当社取締役ビジネス開発本

部長就任（現任） 

（注）

2 
 5 

 



役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数

（千株） 

取締役   －  谷 靖弘 昭和28年２月７日生  

昭和50年８月  三信電気株式会社入社 

平成２年11月  当社入社 

平成12年７月  当社執行役員就任  

平成15年４月  当社執行役員常務就任   

平成16年９月  当社退社  

平成16年10月  共信コミュニケーションズ

株式会社入社 

同社代表取締役就任 

（現任） 

平成19年６月  当社取締役就任（現任）  

（注）

2 
 12 

取締役   

デバイスソ

リューショ

ン営業本部

デバイスソ

リューショ

ン営業部門

長 

野口 正晴  昭和26年３月28日生  

昭和48年11月  オーエス精器株式会社（現

オーエスエレクトロニクス

株式会社）入社  

平成２年２月  株式会社テクノソニック

（現共信テクノソニック株

式会社）入社  

平成13年７月  当社執行役員就任   

平成19年３月  当社執行役員退任 

（執行役員制度廃止に伴

う）  

平成19年４月  当社デバイスソリューショ

ン営業本部デバイスソリュ

ーション営業部門長就任   

平成19年６月  当社取締役デバイスソリュ

ーション営業本部デバイス

ソリューション営業部門長

就任（現任）  

（注）

2 
 12 

取締役   

電子デバイ

ス営業本部

第二デバイ

ス営業部門

長  

井上 充治   昭和31年６月18日生 

昭和55年４月  兼松セミコンダクター株式

会社（現兼松株式会社）入

社  

平成12年４月  当社入社  

平成16年７月  当社執行役員就任   

平成19年３月   当社執行役員退任 

（執行役員制度廃止に伴

う）   

平成19年４月  当社電子デバイス営業本部

第二デバイス営業部門長就

任   

平成19年６月  当社取締役電子デバイス営

業本部第二デバイス営業部

門長就任  （現任）  

    

（注）

2 
 － 

 



 （注）１．監査役 奥山美之、滝沢孝之及び稲葉俊彦は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

    ２．平成19年６月27日開催の定時株主総会の終結の時から２年間 

    ３．平成16年６月29日開催の定時株主総会の終結の時から４年間 

    ４．平成17年６月29日開催の定時株主総会の終結の時から４年間 

    ５．平成17年６月29日開催の定時株主総会において選任され、平成18年６月29日開催の定時株主総会の終結 

      の時をもって辞任した監査役八木忠則の補欠として選任されましたので、その任期は、当社定款第32条 

      第２項の定めにより、平成17年６月27日開催の定時株主総会の終結の時から４年間 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数

（千株） 

常勤監査役  －  奥山 美之  昭和19年４月30日生 

昭和42年４月 ソニー商事株式会社  

  （現ソニーマーケティング

株式会社）入社  

昭和56年１月 ソニー株式会社入社  

平成11年４月 株式会社アビックグループ

代表取締役就任  

平成14年４月 株式会社インターソリュー

ションズ代表取締役就任 

平成16年６月 当社監査役就任（現任）  

（注）

3 
－ 

常勤監査役   －  冨岡 博行 昭和22年６月３日生  

昭和45年10月  三信電気株式会社入社  

平成元年10月  ケミハン株式会社入社  

平成９年１月  ソニーコンポーネント 

マーケティング株式会社 

取締役就任  

平成12年４月  当社執行役員  

平成18年６月  当社監査役就任（現任）  

（注）

5 
5 

監査役 － 滝沢 孝之 昭和12年７月24日生 

昭和37年４月 ソニー商事株式会社 

  （現 ソニーマーケティング

株式会社）入社 

昭和56年１月 ソニー株式会社入社 

平成10年６月 当社監査役就任（現任） 

（注）

3 
13 

監査役 － 稲葉 俊彦 昭和29年５月６日生 

昭和57年４月 ソニー株式会社入社 

平成11年８月 Sony United Kingdom Ltd. 

DIRECTOR就任 

平成14年６月 当社監査役就任 

平成15年６月 当社監査役退任 

平成16年４月 ソニー株式会社マイクロシ

ステムズネットワークカン

パニーデバイス＆アプリケ

ーション営業本部企画管理

部統括部長（現任） 

平成17年６月 当社監査役就任（現任） 

（注）

4 
－ 

        計   115 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

※ コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況 

 当社のコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方は、企業価値の向上を目指し、新しい成長領域へ

の展開、海外事業の拡大を図っていく過程で、経営の効率性、健全性、透明性を高めるために必要な施策及び

組織体制の整備を実行していくことにあります。 

(1）会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況 

 平成19年３月31日現在、取締役会は５名で構成されており、原則月１回開催し、商法で定められた事項及び

経営に関する重要事項について審議し、議決いたします。 

 当社は監査役設置会社であります。監査体制の強化を図るべく４名の監査役を置いております。そのうち３

名が社外監査役であり、１名は非常勤監査役としてソニー株式会社から受け入れております。同社及び同社関

係会社は当社グループの主要取引先でありますが、それぞれの取引は通常の取引であり金銭等の貸借関係、保

証被保証関係等はなく、社外監査役個人が直接利害関係を有するものではありません。社外監査役のうち２名

は常勤監査役として、社内の重要会議にも積極的に参加し、コーポレート・ガバナンス向上に向けて社内情報

の収集に努めております。 

 内部監査部門としてマネジメントオーディット室を設置し、内部監査士の資格を持つ専任スタッフ１名が監

査役との連携のもと、業務執行が適法かつ適正・合理的に行われているかについて監査を行い、各部門・連結

子会社に対して問題点の指摘・改善提案とそのフォローアップを行っております。 

 経営審議会は、原則月１回開催し、取締役、執行役員、当社と業務上関わりの深い関係会社代表、さらには

マネジメントオーディット室長を加え、連結ベースでの経営課題や重要事項について審議しております。また

取締役、執行役員、常勤監査役が出席する週次のミーティングを開催しており、スピードを要する意思決定に

資する協議を行っております。 

 当社は、会計監査人につきましてはあらた監査法人に委嘱し、継続して会社法監査及び証券取引法監査を受

けております。当連結会計年度において、業務を執行した公認会計士は、代表社員・業務執行社員 岸信一

氏、業務執行社員 村松久美子氏であり、補助者は公認会計士３名、会計士補等５名、その他２名でありま

す。当社と同監査法人、業務執行社員との間には公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はありませ 

ん。 

  

 また、平成18年５月11日開催の取締役会において、内部統制基本方針を以下の内容で決議いたしました。当

社は今後この基本方針に則り、会社の業務の適正を確保する体制を整備してまいります。 

  

① 「取締役の職務の遂行に係る情報の保存および管理に関する体制」 

 文書管理規程に従い、取締役の職務執行に係る情報を文書または電磁的媒体に記録し、保存および管理する。

② 「損失の危険の管理に関する規程その他の体制」 

 リスク管理部門として総務部がリスク管理活動を統括し、規程の整備とその運用を図る。 



③ 「取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制」 

 取締役会は、取締役の職務の効率性を確保するために取締役の合理的な職務分掌、チェック機能を備えた権

限規程等を定めるとともに、合理的な経営方針の策定、全社的な重要事項について検討・決定する経営会議等

の有効な活用、各部門間の有効な連携の確保のための制度の整備・運用、取締役に対する必要かつ効果的な研

修の実施等を行う。 

④ 「使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制」 

 会社は、使用人の職務の効率性を確保するために使用人の合理的な職務分掌、チェック機能を備えた権限規

程等を定めるとともに、マネジメントオーディット室による内部監査の定期的な実施、各部門間の有効な連携

の確保のための制度の整備・運用、使用人に対する必要かつ効果的な研修の実施等を行う。 

⑤ 「当社ならびに子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制」 

 グループ会社管理の担当部署を置き、グループ会社管理規程を定め、重要事項の決定、情報の共有化を図

る。 

⑥ 「監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する体制」 

 取締役の指揮命令に服さない監査役会スタッフ１名以上を配置する。 

⑦ 「⑥の使用人の取締役からの独立性に関する事項」 

 監査役会スタッフの人事異動は監査役会が事前に報告を受け、必要な場合は人事担当取締役に対して変更の

申し入れを行うことができる。 

⑧ 「取締役および使用人が監査役会に報告をするための体制その他の監査役会への報告に関する体制」 

 取締役および使用人は、監査役会に対して、当社およびグループ会社に重大な損失を与える事項が発生し、

または発生する恐れがあるとき、役職員による違法または不正な行為を発見したとき、その他監査役会が報告

すべきものと定めた事項が生じたときは、その内容をすみやかに報告する体制を整備する。 

⑨ 「その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制」 

 内部監査、法務、秘書業務に携わる各部署も監査役会の事務を補助する。 

(2）リスク管理体制の整備の状況 

 当社を取り巻く経営環境はますます厳しさを増し、大きく変化していくと予想しており、企業価値の増大を

図るためには、さまざまなリスクを適切に管理することが重要であります。 

 そこで新規投資、契約締結等といった経営戦略上の意思決定に関するリスクについては、関係部門でその分

析・対策の検討を行っております。特に重要な案件については、経営審議会の場で十分な審議を行った上で、

取締役会にて意思決定を行い、その後の進捗についても週次、月次のミーティング等で継続的にウォッチして

おります。 

 そのほか、平成17年10月にリスクマネジメント規程を制定・施行し、当社の事業活動及び財務活動における

リスクに対して、適切に管理（予防、分析、対処、報告）していくための体制を構築いたしました。また、内

部統制システムの目的と関連する法規制についての社員教育を実施し、財務報告の適正性確保やコンプライア

ンス徹底などの重要性について周知徹底いたしました。 

 さらに、個人情報保護法等の施行に伴う情報セキュリティに対する社会意識の高まりに対応するべく、新た

な社内体制・社内規程の整備に向けての取り組みを開始しました。現在は関連部署からの情報収集と分析を行

っており、引き続き、情報リスクとセキュリティ強化の重要性に関する社員教育を皮切りに情報セキュリティ

体制の構築を行ってまいります。  

(3）会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取り組みの最近一年間における実施状況 

 当連結会計年度において、取締役会は20回開催され、会社法で定められた事項及び経営に関する重要事項に

ついて審議し、議決いたしました。また、監査役会は７回開催され、取締役会の職務遂行状況の確認、会計監

査人の監査結果聴取等を行っております。また、マネジメントオーディット室と監査役の連携のもと、８回の

内部監査を実施し、被監査部門・連結子会社に対して問題点の指摘・改善提案とそのフォローアップを行いま

した。  

(4）役員報酬等の内容 

取締役及び監査役に支払った報酬 

取締役に支払った報酬   97百万円 

監査役に支払った報酬   23百万円 



(5）監査報酬の内容 

当社の会計監査人であるあらた監査法人に対する報酬 

公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬の金額  22百万円 

なお、監査証明業務以外の役務に対するあらた監査法人への報酬はありません。 



第５【経理の状況】 

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1） 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28

号。以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前連結会計年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づ

き、当連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて

作成しております。 

(2） 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、第45期事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づ

き、第46期事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作

成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日

まで）及び第45期事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）の連結財務諸表及び財務諸表につい

て、中央青山監査法人より監査を受け、当連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）及び第

46期事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）の連結財務諸表及び財務諸表について、あらた監

査法人により監査を受けております。 

 なお、当社の監査人は次のとおり交代しております。 

前連結会計年度及び第45期事業年度 中央青山監査法人 

当連結会計年度及び第46期事業年度 あらた監査法人 



１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

    
前連結会計年度 

（平成18年３月31日現在） 
当連結会計年度 

（平成19年３月31日現在） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（資産の部）              

Ⅰ 流動資産              

１．現金及び預金     8,196     5,429  

２．受取手形及び売掛金 ＊６    25,798     29,372  

３．棚卸資産     3,823     4,255  

４．繰延税金資産     283     375  

５．その他     889     1,006  

貸倒引当金     △46     △73  

流動資産合計     38,945 94.0   40,367 96.2 

Ⅱ 固定資産              

１．有形固定資産              

(1) 建物及び構築物 ＊１ 644     178    

減価償却累計額   450 194   93 84  

(2) その他   416     419    

減価償却累計額   295 120   326 93  

(3) 土地 ＊1＊2   447     42  

有形固定資産合計     762 1.9   220 0.5 

２．無形固定資産              

(1) その他     589     452  

無形固定資産合計     589 1.4   452 1.1 

３．投資その他の資産              

(1) 投資有価証券 ＊１   584     505  

(2) 繰延税金資産     180     57  

(3) その他     434     433  

貸倒引当金     △84     △70  

投資その他の資産合計     1,115 2.7   925 2.2 

固定資産合計     2,467 6.0   1,597 3.8 

資産合計     41,413 100.0   41,965 100.0 

               

 



    
前連結会計年度 

（平成18年３月31日現在） 
当連結会計年度 

（平成19年３月31日現在） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（負債の部）              

Ⅰ 流動負債              

１．支払手形及び買掛金 ＊1＊6   20,985     20,232  

２．短期借入金 ＊１   2,092     1,420  

３．一年以内償還予定の社
債  

    －     3,200  

４．一年以内返済予定の長
期借入金 

＊１   846     1,155  

５．未払法人税等     679     217  

６．賞与引当金     410     369  

７．役員賞与引当金     24     23  

８．その他     814     871  

流動負債合計     25,852 62.4   27,490 65.5 

Ⅱ 固定負債              

１．社債     5,700     2,500  

２．長期借入金 ＊１   1,584     2,229  

３．繰延税金負債     3     3  

４．退職給付引当金     356     335  

５．役員退職慰労引当金     97     118  

固定負債合計     7,741 18.7   5,187 12.4 

負債合計     33,594 81.1   32,677 77.9 

               

（少数株主持分）              

少数株主持分     512 1.3   － － 

               

（資本の部）              

Ⅰ 資本金 ＊４   1,433 3.5   － － 

Ⅱ 資本剰余金     1,571 3.8   － － 

Ⅲ 利益剰余金     5,120 12.3   － － 

Ⅳ 土地再評価差額金 ＊２   △1,178 △2.8   － － 

Ⅴ その他有価証券評価差額
金 

    171 0.4   － － 

Ⅵ 為替換算調整勘定     187 0.4   － － 

Ⅶ 自己株式 ＊５   △0 △0.0   － － 

資本合計     7,306 17.6   － － 

負債、少数株主持分及び
資本合計 

    41,413 100.0   － － 

               

 



    
前連結会計年度 

（平成18年３月31日現在） 
当連結会計年度 

（平成19年３月31日現在） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（純資産の部）               

Ⅰ 株主資本               

１．資本金     － －   1,433 3.4 

２．資本剰余金     － －   1,571 3.8 

３．利益剰余金     － －   5,294 12.6 

４．自己株式     － －   △0 △0.0 

  株主資本合計     － －   8,299 19.8 

Ⅱ 評価・換算差額等               

１．その他有価証券評価差
額金 

    － －   144 0.3 

２．為替換算調整勘定     － －   242 0.6 

  評価・換算差額等合計     － －   386 0.9 

Ⅲ 少数株主持分     － －   600 1.4 

純資産合計     － －   9,287 22.1 

負債純資産合計     － －   41,965 100.0 

               



②【連結損益計算書】 

    
前連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
 至 平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高     112,362 100.0   117,662 100.0 

Ⅱ 売上原価     102,583 91.3   108,375 92.1 

売上総利益     9,778 8.7   9,286 7.9 

Ⅲ 販売費及び一般管理費              

１．荷造運賃   294     324    

２．販売手数料   141     108    

３．貸倒引当金繰入額   15     28    

４．役員報酬   323     384    

５．給与・賞与   2,529     2,533    

６．役員賞与引当金繰入額   24     23    

７．賞与引当金繰入額   399     357    

８．退職給付費用   200     197    

９．役員退職慰労引当金繰
入額 

  55     31    

10．旅費交通費   423     411    

11．地代家賃   516     522    

12．支払リース料   166     138    

13．その他  ＊１ 2,499 7,589 6.8 2,409 7,469 6.3 

営業利益     2,188 1.9   1,817 1.6 

Ⅳ 営業外収益              

１．受取利息及び配当金   26     67    

２．仕入割引   26     42    

３．為替差益   90     －    

４．その他   48 190 0.2 77 188 0.2 

Ⅴ 営業外費用              

１．支払利息   131     170    

２．売上債権売却損   43     76    

３．社債発行費   29     －    

４．為替差損   －     0    

５．その他   28 232 0.2 30 277 0.2 

経常利益     2,146 1.9   1,727 1.6 

               

 



    
前連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
 至 平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅵ 特別利益              

１．固定資産売却益 ＊２ 3     384    

２．貸倒引当金戻入額   12     2    

３．投資有価証券売却益   98     7    

４．役員退職慰労引当金戻
入額 

  － 114 0.1 2 397 0.3 

Ⅶ 特別損失              

１．固定資産除却損 ＊３ 28     6    

２．固定資産売却損 ＊４ 9     37    

３．投資有価証券売却損   0     －    

４．投資有価証券評価損   －     14    

５．減損損失 ＊５ 61     －    

６．会員権評価損   2     0    

７．特別退職金   56 158 0.1 － 59 0.1 

税金等調整前当期純利
益 

    2,101 1.9   2,065 1.8 

法人税、住民税及び事
業税 

  889     400    

法人税等調整額   63 952 0.9 51 452 0.4 

少数株主利益     135 0.1   118 0.1 

当期純利益     1,013 0.9   1,495 1.3 

               



③【連結剰余金計算書及び連結株主資本等変動計算書】 

連結剰余金計算書 

    
前連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 

（資本剰余金の部）      

Ⅰ 資本剰余金期首残高     1,571 

Ⅱ 資本剰余金増加高     － 

Ⅲ 資本剰余金減少高     － 

Ⅳ 資本剰余金期末残高     1,571 

       

（利益剰余金の部）      

Ⅰ 利益剰余金期首残高     4,253 

Ⅱ 利益剰余金増加高      

１．当期純利益   1,013 1,013 

Ⅲ 利益剰余金減少高      

１．配当金   107  

２．役員賞与      

(1) 取締役賞与   16  

３．土地再評価差額金取崩
額 

  21 146 

Ⅳ 利益剰余金期末残高     5,120 

       



連結株主資本等変動計算書 

当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

1,433 1,571 5,120 △0 8,126 

連結会計年度中の変動額          

剰余金の配当     △142   △142 

当期純利益     1,495   1,495 

土地再評価差額金取崩額     △1,178   △1,178 

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額） 

          

連結会計年度中の変動額合計 
（百万円） 

    173   173 

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

1,433 1,571 5,294 △0 8,299 

 

評価・換算差額等 

新株予約権 
少数株主持
分 

純資産合計その他有価
証券評価差
額金 

繰延ヘッジ
損益 

土地再評価
差額金 

為替換算調
整勘定 

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

171 － △1,178 187 △819 － 512 7,819 

連結会計年度中の変動額                

剰余金の配当               △142 

当期純利益               1,495 

土地再評価差額金取崩額               △1,178 

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額） 

△27 － 1,178 54 1,206 － 88 1,294 

連結会計年度中の変動額合計 
（百万円） 

△27 － 1,178 54 1,206 － 88 1,467 

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

144 － － 242 386 － 600 9,287 



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

    
前連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
 至 平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

     

税金等調整前当期純利
益 

  2,101 2,065 

減価償却費   408 391 

貸倒引当金の増加額
（減少額） 

  △15 12 

退職給付引当金の増加
額（減少額） 

  0 △20 

役員退職慰労引当金の
増加額 

  35 21 

投資有価証券評価損   － 14 

投資有価証券売却益   △98 △7 

固定資産売却益    9 △384 

固定資産売却損    △3 37 

固定資産除却損   28 6 

減損損失    61 － 

受取利息及び配当金   △26 △67 

支払利息   131 170 

為替差損益   △11 △0 

社債発行費   29 － 

売上債権の減少額（増
加額） 

  60 △3,477 

棚卸資産の減少額（増
加額） 

  363 △401 

仕入債務の減少額   △3,873 △926 

その他   648 3 

小計   △148 △2,562 

利息及び配当金の受取
額 

  26 67 

利息の支払額   △123 △179 

法人税等の支払額   △637 △929 

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  △883 △3,603 

 



    
前連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
 至 平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

     

定期預金の預入による
支出 

  △1 － 

定期預金の払戻しによ
る収入 

  － 7 

有形固定資産の取得に
よる支出 

  △54 △58 

有形固定資産の売却に
よる収入 

  － 794 

投資有価証券の取得に
よる支出 

  △21 △1 

投資有価証券の売却に
よる収入  

  162 26 

その他   △38 △114 

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  45 654 

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

     

短期借入金の減少額   △428 △653 

長期借入れによる収入   1,300 1,800 

社債発行による収入   2,470 － 

長期借入金の返済によ
る支出 

  △1,101 △846 

少数株主の増資引受に
よる払込額 

  8 8 

配当金の支払額   △107 △142 

少数株主への配当金の
支払額 

  △44 △48 

自己株式の買取による
支出 

  △0 － 

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  2,097 115 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係
る換算差額 

  269 74 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増
加額（減少額） 

  1,528 △2,759 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期
首残高 

  6,660 8,189 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期
末残高 

  8,189 5,429 

       



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 

前連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 

 至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成18年４月１日 

 至 平成19年３月31日) 

１．連結の範囲に関する事項 

(1)連結子会社 KYOSHIN TECHNOSONIC(ASIA) LTD. 

KYOSHIN TECHNOSONIC(K)CO., LTD. 

SHANGHAI KYOTEC ELECTRONIC 

TRADING.CO.,LTD. 

KYOSHIN TECHNOSONIC(S)PTE LTD 

KYOSHIN TECHNOSONIC(SHENZHEN)LTD. 

共信コミュニケーションズ株式会社 

平成堂株式会社 

株式会社インフィニテック 

株式会社ネットカムビジョン 

 なお、KYOSHIN TECHNOSONIC 

(SHENZHEN)LTD.は当連結会計年度に新

たに設立した会社であり、当連結会計

年度より連結の範囲に含めておりま

す。 

  連結子会社の数 10社 

  主要な連結子会社の名称 

    KYOSHIN TECHNOSONIC(ASIA) LTD. 

KYOSHIN TECHNOSONIC(K)CO., LTD. 

SHANGHAI KYOTEC ELECTRONIC 

TRADING.CO.,LTD. 

KYOSHIN TECHNOSONIC(S)PTE LTD 

KYOSHIN TECHNOSONIC(SHENZHEN)LTD. 

KYOSHIN COMMUNICATIONS(KOREA) 

CO.,LTD. 

共信コミュニケーションズ株式会社 

平成堂株式会社 

株式会社インフィニテック 

株式会社ネットカムビジョン 

 なお、KYOSHIN COMMUNICATIONS 

(KOREA)CO.,LTD.は当連結会計年度に

新たに設立した会社であり、当連結会

計年度より連結の範囲に含めておりま

す。 

(2)非連結子会社 該当事項はありません。 同左 

２．持分法の適用に関する事

項 

該当事項はありません。 同左 

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項 

連結子会社のうちKYOSHIN TECHNOSONI

C(ASIA) LTD.、KYOSHIN TECHNOSONIC 

(S)PTE LTD、SHANGHAI KYOTEC  

ELECTRONIC TRADING.CO.,LTD. 及び 

KYOSHIN TECHNOSONIC(SHENZHEN)LTD.の

決算日は12月31日でありますが、連結決

算日との間に生じた重要な取引について

は連結上必要な調整を行っております。

  

同左  

 



項目 

前連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 

 至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成18年４月１日 

 至 平成19年３月31日) 

４．会計処理基準に関する事

項 

   

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法 

① 有価証券 

満期保有目的債券 

償却原価法（定額法） 

① 有価証券 

満期保有目的債券 

同左 

  その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部資本直入

法により処理し、売却原価は総

平均法により算定） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却原価は

総平均法により算定） 

  時価のないもの 

総平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

  ② デリバティブ 

 時価法 

② デリバティブ 

同左 

  ③ 棚卸資産 

商品 

連結財務諸表提出会社及び連結子

会社（国内） 

移動平均法による原価法 

連結子会社（在外） 

主として総平均法による原価法 

③ 棚卸資産 

商品 

連結財務諸表提出会社及び連結子

会社（国内） 

同左 

連結子会社（在外） 

同左 

  仕掛品 

 個別法による原価法 

仕掛品 

同左 

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

① 有形固定資産 

連結財務諸表提出会社及び連結子

会社（国内） 

定率法 

① 有形固定資産 

連結財務諸表提出会社及び連結子

会社（国内） 

定率法 

  なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。  

なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。  

 

 （追加情報） 

 上記建物等のうち物流業務施設

の一部については、従来採用して

いた耐用年数から残存見積使用期

間に合わせた耐用年数に変更いた

しました。 

 この変更は、当連結会計年度に

当該資産を売却する方針を決定し

たため耐用年数を短縮したもので

あり、この結果、従来の方法に比

較して、営業利益、経常利益及び

税金等調整前当期純利益が66百万

円それぞれ減少しております。 

建物及び構築物  

その他(有形固定資産) 

３～50年

２～20年

  

建物及び構築物  

その他(有形固定資産) 

８～15年

２～20年

   連結子会社（在外） 

 主として定額法 

 連結子会社（在外） 

同左 

 



項目 

前連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 

 至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成18年４月１日 

 至 平成19年３月31日) 

  ② 無形固定資産 

連結財務諸表提出会社及び連結子

会社（国内） 

定額法 

 なお、自社利用のソフトウェ

アについては社内における利用

可能期間（５年）、営業権につ

いては商法施行規則に規定する

最長期間（５年間）に基づいて

おります。 

② 無形固定資産 

連結財務諸表提出会社及び連結子

会社（国内） 

定額法 

 なお、自社利用のソフトウェ

アについては社内における利用

可能期間（５年）、のれんにつ

いては５年間で毎期均等額を償

却しております。  

(3) 繰延資産の処理方法 ① 社債発行費 

連結財務諸表提出会社 

 支出時に全額費用として処理し

ております。 

  

───── 

  

  

  

(4) 重要な引当金の計上基

準 

① 貸倒引当金 

連結財務諸表提出会社及び連結子会

社（国内） 

 債権の貸倒による損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上しており

ます。 

① 貸倒引当金 

連結財務諸表提出会社及び連結子会

社（国内） 

同左 

  連結子会社（在外） 

 個別検討による必要額を計上して

おります。 

連結子会社（在外） 

同左 

  ② 賞与引当金 

連結財務諸表提出会社及び連結子会

社（国内） 

 従業員の賞与の支給に備えるた

め、将来の支給見込額のうち当連結

会計年度の負担額を計上しておりま

す。 

② 賞与引当金 

連結財務諸表提出会社及び連結子会

社（国内） 

同左 

  連結子会社（在外） 

 賞与支給の慣行がないため、計上

しておりません。 

連結子会社（在外） 

同左 

 



項目 

前連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 

 至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成18年４月１日 

 至 平成19年３月31日) 

  ③ 役員賞与引当金  

連結財務諸表提出会社及び連結子会

社（国内）  

 役員に対する賞与の支給に備える

ため、支給見込額を計上しておりま

す。  

（追加情報） 

 「役員賞与の会計処理に関する当

面の取り扱い」（企業会計基準委員

会実務対応報告第13号）に基づき、

従来、株主総会決議時に未処分利益

の減少として会計処理していた役員

賞与を、当連結会計年度から発生時

に費用処理しております。この結

果、従来の方法と比較して、営業利

益、経常利益及び税金等調整前当期

純利益が、それぞれ24百万円減少し

ております。 

③ 役員賞与引当金  

連結財務諸表提出会社及び連結子会

社（国内）  

 役員に対する賞与の支給に備える

ため、支給見込額を計上しておりま

す。  

  

  ④ 退職給付引当金 

連結財務諸表提出会社及び連結子会

社（国内） 

 従業員の退職給付に備えるため、

当連結会計年度末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に基づき

計上しております。なお、一部の連

結子会社（国内）については簡便法

により計上しております。 

 過去勤務債務は、その発生時の従

業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数(10年)による定額法により費

用処理しております。 

 数理計算上の差異は、各連結会計

年度の発生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数(10年)によ

る定額法により按分した額をそれぞ

れ発生の翌連結会計年度から費用処

理しております。 

 なお、執行役員等の部分について

は、執行役員等の退職慰労金の支出

に備えるため、内規に基づく連結会

計年度末要支給額を計上しておりま

す。 

④ 退職給付引当金 

連結財務諸表提出会社及び連結子会

社（国内） 

同左 

  

  

 



項目 

前連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 

 至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成18年４月１日 

 至 平成19年３月31日) 

  ⑤ 役員退職慰労引当金 

連結財務諸表提出会社及び連結子会

社（国内） 

 役員の退職慰労金の支給に備える

ため、内規に基づく連結会計年度末

要支給額を計上しております。 

⑤ 役員退職慰労引当金 

連結財務諸表提出会社及び連結子会

社（国内） 

同左 

(5) 重要なリース取引の処

理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同左 

(6) 重要なヘッジ会計の方

法 

① ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理によっております。

なお、為替予約等が付されている外貨

建金銭債権債務等については、振当処

理を行っております。 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

・ヘッジ手段 

為替予約 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  ・ヘッジ対象  

   相場変動等による損失の可能性が

ある外貨建金銭債権債務等 

 

  ③ ヘッジ方針 

事業活動及び財務活動に伴う為替相

場などの相場変動によるリスクを低減

させる目的においてのみデリバティブ

取引を利用しております。 

③ ヘッジ方針 

同左 

  ④ ヘッジの有効性評価の方法 

為替予約については、ヘッジ手段と

ヘッジ対象の資産・負債等に関する重

要な条件が同一であり、有効性がおお

むね100%であることが明らかであるた

め、有効性の判定は省略しておりま

す。 

④ ヘッジの有効性評価の方法 

同左 

(7) 消費税等の会計処理  連結財務諸表提出会社及び連結子会社

（国内）の消費税等の会計処理は、税抜

方式によっております。 

同左 

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

連結子会社の資産及び負債の評価につ

いては、全面時価評価法を採用しており

ます。 

同左 

６．利益処分項目等の取扱に

関する事項 

 連結剰余金計算書は、連結会社の利益

処分について連結会計年度中に確定した

利益処分に基づいて作成しております。 

───── 

７．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わない

取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっております。 

同左 



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 

 至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成18年４月１日 

 至 平成19年３月31日) 

 （固定資産の減損に係る会計基準） 

  当連結会計年度より、固定資産の減損に係る会計基

準（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意

見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針６号 平成15年10月31日）を適用してお

ります。これにより税金等調整前当期純利益は61百万円

減少しております。 

 セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載して

おります。 

 なお、減損損失累計額については、改正後の連結財務

諸表規則に基づき各資産の金額から直接控除しておりま

す。 

  ───── 

  

 ───── 

  

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）  

 当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年

12月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８

号 平成17年12月９日）を適用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当する金額は8,686百万

円であります。 

 なお、当連結会計年度における連結貸借対照表の純資

産の部については、連結財務諸表規則の改正に伴い、改

正後の連結財務諸表規則により作成しております。 

  

 ─────  

  

（ストック・オプション等に関する会計基準）  

 当連結会計年度より、「ストック・オプション等に関

する会計基準」（企業会計基準第８号 平成17年12月27

日）及び「ストック・オプション等に関する会計基準の

適用指針」（企業会計基準適用指針第11号 平成18年５

月31日）を適用しております。 

 これによる当連結会計年度の損益に与える影響はあり

ません。 



表示方法の変更 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 ────── 

  

 （連結キャッシュ・フロー計算書） 

 投資活動によるキャッシュ・フローの「有形固定資産

の売却による収入」は、前連結会計年度は「その他」に

含めて表示しておりましたが、金額的重要性が増したた

め区分掲記しております。 

 なお、前連結会計年度の「その他」に含まれている

「有形固定資産の売却による収入」は41百万円でありま

す。 



注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

前連結会計年度 
（平成18年３月31日現在） 

当連結会計年度 
（平成19年３月31日現在） 

＊１．担保に供している資産 ＊１．担保に供している資産 

建物及び構築物 91百万円 

土地 432百万円 

投資有価証券 13百万円 

計 536百万円 

上記に対する債務額    

支払手形及び買掛金 89百万円 

短期借入金 100百万円 

長期借入金 

（一年以内返済分を含む） 
229百万円 

計 419百万円 

投資有価証券 12百万円 

計 12百万円 

上記に対する債務額    

支払手形及び買掛金 31百万円 

計 31百万円 

＊２．事業用土地の再評価 

土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日

公布法律第34号）に基づき、連結財務諸表提出会

社において事業用の土地の再評価を行い、当該評

価差額を「土地再評価差額金」として資本の部に

計上しております。 

再評価の方法 

土地の再評価に関する法律施行令（平成10年

３月31日公布政令第119号）第２条第５号に定

める不動産鑑定士が行った鑑定評価により算

出しております。 

＊２．        ───── 

  

 なお、再評価した土地の当連結会計年度末にお

ける時価の合計額は再評価後の帳簿価額を下回っ

ておりません。 

再評価を行った年月日 平成14年３月31日 

  

    

 ３．債権流動化に伴う買戻義務 752百万円  ３．債権流動化に伴う買戻義務 4,861百万円 

   

＊４．当社の発行済株式総数は、普通株式7,148,400株で

あります。 

＊４．        ───── 

＊５．連結会社が保有する当社の自己株式の数は、普通

株式264株であります。 

＊５．        ───── 

＊６．        ─────  ＊６．連結会計年度末日満期手形 

 連結会計年度末日満期手形の会計処理については

手形交換日をもって決済処理をしております。 

 なお、当連結会計年度の末日は金融機関の休日で

あったため、次の当連結会計年度末日満期手形が連

結会計年度末残高に含まれております。 

     受取手形    107百万円 

     支払手形    115百万円 



（連結損益計算書関係） 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
 至 平成19年３月31日) 

＊１．研究開発費の総額 ＊１．研究開発費の総額 

一般管理費に含まれる 

研究開発費 
21百万円 

一般管理費に含まれる 

研究開発費 
12百万円 

＊２．固定資産売却益の内訳 ＊２．固定資産売却益の内訳 

建物及び構築物 0百万円 

その他（有形固定資産） 3百万円 

計 3百万円 

土地 384百万円 

その他（有形固定資産） 0百万円 

計 384百万円 

＊３．固定資産除却損の内訳 ＊３．固定資産除却損の内訳 

建物及び構築物 5百万円 

その他（有形固定資産） 13百万円 

その他（無形固定資産） 9百万円 

計 28百万円 

建物及び構築物 2百万円 

その他（有形固定資産） 4百万円 

計 6百万円 

＊４．固定資産売却損の内訳 ＊４．固定資産売却損の内訳 

建物及び構築物  9百万円 

その他（有形固定資産） 0百万円 

計 9百万円 

建物及び構築物  20百万円 

その他（有形固定資産） 0百万円 

土地 16百万円 

計 37百万円 

＊５．減損損失 

 当連結会計年度において、当社グループ（当社及

び連結子会社）は以下の資産グループについて減損

損失を計上しております。 

 当社グループは、原則として事業の種類別セグメ

ントを基準に、独立のキャッシュ・フローの単位に

基づき資産のグルーピングを行っております。ただ

し、処分予定資産及び稼動休止資産については、各

資産をグルーピングの最小単位としております。 

 上記各資産グループについては、帳簿価額に比し

時価が著しく下落しているため、帳簿価額を回収可

能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（61百万

円）として特別損失に計上しております。 

 なお、当該資産グループの回収可能価額は、正味

売却価額により測定しており、路線価を合理的に調

整した評価額または売却価格等により評価しており

ます。 

場所及び用途 種類 
金額 

（百万円）

 社宅 

（神奈川県川崎市他） 

建物 

及び 

構築物  

34

 平成堂株式会社本社 

（香川県丸亀市）  
土地  16

 電話加入権  

その他 

（無形 

固定資産）  

11

計  61

＊５．                ───── 



（連結株主資本等変動計算書関係） 

当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

 （注）ストック・オプションとしての新株予約権の当連結会計年度の減少は、新株予約権の権利不行使による失効であ 

 ります。 

３．配当に関する事項 

 （１）配当金支払額 

 （２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 
前連結会計年度末
株式数（株） 

当連結会計年度増
加株式数（株） 

当連結会計年度減
少株式数（株） 

当連結会計年度末
株式数（株） 

発行済株式        

普通株式 7,148,400 － － 7,148,400 

合計 7,148,400 － － 7,148,400 

自己株式        

普通株式 264 － － 264 

合計 264 － － 264 

区分 新株予約権の内訳 

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類 

新株予約権の目的となる株式の数（株）  
当連結会計
年度末残高
（百万円）前連結会計

年度末 
当連結会計
年度増加 

当連結会計
年度減少 

当連結会計
年度末 

提出会社

（親会社） 

ストック・オプションとして

の新株予約権（平成13年６月

28日株主総会決議） 

普通株式 255,000 － 255,000 － － 

連結子会社 － － － － － － － 

合計 － 255,000 － 255,000 － － 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月29日 

定時株主総会 
普通株式 142 20 平成18年３月31日 平成18年６月29日 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年５月28日 

取締役会 
普通株式 142  利益剰余金 20 平成19年３月31日 平成19年６月13日



（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

（リース取引関係） 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
 至 平成19年３月31日) 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

（平成18年３月31日現在） （平成19年３月31日現在） 

現金及び預金勘定 8,196百万円 

預入期間が３ヶ月を超える定期預

金 

△7百万円 

現金及び現金同等物 8,189百万円 

現金及び預金勘定 5,429百万円 

預入期間が３ヶ月を超える定期預

金 

△0百万円 

現金及び現金同等物 5,429百万円 

   

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
 至 平成19年３月31日) 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

  
取得価額相
当額 
（百万円） 

減価償却累
計額相当額 
（百万円） 

期末残高相
当額 
（百万円）

その他（有形
固定資産） 

204 126 78

その他（無形
固定資産） 

66 47 18

合計 270 174 96

取得価額相
当額 
（百万円）

減価償却累
計額相当額 
（百万円） 

期末残高相
当額 
（百万円）

その他（有形
固定資産） 

129 79 50

その他（無形
固定資産） 

31 14 16

合計 161 93 67

(2）未経過リース料期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額 

１年内 50百万円 

１年超 55百万円 

計 106百万円 

１年内 37百万円 

１年超 35百万円 

計 73百万円 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

支払リース料 81百万円 

減価償却費相当額 76百万円 

支払利息相当額 4百万円 

支払リース料 53百万円 

減価償却費相当額 48百万円 

支払利息相当額 4百万円 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 

（減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失はありません。  

───── 



（有価証券関係） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．前連結会計年度及び当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

種類 

前連結会計年度（平成18年３月31日現在） 当連結会計年度（平成19年３月31日現在）

取得原価 
（百万円） 

連結貸借対
照表計上額 
（百万円） 

差額
（百万円） 

取得原価
（百万円） 

連結貸借対
照表計上額 
（百万円） 

差額
（百万円） 

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの 
           

株式 199 489 289 165 416 250 

債券            

国債・地方債等 － － － － － － 

社債 － － － － － － 

その他 － － － － － － 

その他 － － － － － － 

小計 199 489 289 165 416 250 

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの 
           

株式 1 0 △0 20 13 △6 

債券            

国債・地方債等 － － － － － － 

社債 － － － － － － 

その他 － － － － － － 

その他 － － － － － － 

小計 1 0 △0 20 13 △6 

合計 200 490 289 185 429 243 

前連結会計年度 
（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

売却額（百万円） 
売却益の合計額
（百万円） 

売却損の合計額
（百万円） 

売却額（百万円）
売却益の合計額
（百万円） 

売却損の合計額
（百万円） 

162 98 0 26 7 － 



３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

４．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

  
前連結会計年度(平成18年３月31日現在) 当連結会計年度(平成19年３月31日現在)

連結貸借対照表計上額（百万円） 連結貸借対照表計上額（百万円）

満期保有目的の債券    

非上場外国債券 0 0 

その他有価証券    

非上場株式 93 75 

  前連結会計年度（平成18年３月31日現在） 当連結会計年度（平成19年３月31日現在）

  
１年以内
(百万円) 

１年超５年
以内 

(百万円) 

５年超10
年以内 
(百万円)

10年超
(百万円)

１年以内
(百万円) 

１年超５年
以内 

(百万円) 

５年超10
年以内 
(百万円) 

10年超
(百万円)

債券                

国債・地方債等 － 0 － － － 0 － － 

社債 － － － － － － － － 

その他 － － － － － － － － 

その他 － － － － － － － － 

合計 － 0 － － － 0 － － 



（デリバティブ取引関係） 

１．取引の状況に関する事項 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
 至 平成19年３月31日) 

(1) 取引の内容 

当社グループの利用しているデリバティブ取引は、

為替予約取引及び金利スワップ取引であります。 

(1) 取引の内容 

   当社グループの利用しているデリバティブ取引は、 

  為替予約取引であります。 

(2) 取引に対する取組方針 

当社グループのデリバティブ取引は、将来の為替変

動及び金利変動によるリスク回避を目的としており、

投機的な取引は行わない方針であります。 

(2) 取引に対する取組方針 

同左 

(3) 取引の利用目的 

当社グループのデリバティブ取引のうち、為替予約

取引は外貨建金銭債権債務等の為替変動リスクを回避

し、安定的な利益の確保を図る目的で利用しており、

金利スワップ取引は借入金利等の将来の金利情勢によ

る金利変動リスクを回避する目的で利用しておりま

す。 

なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行

っております。重要なヘッジ会計の方法は、連結財務

諸表作成のための基本となる事項４．(6)重要なヘッジ

会計の方法に記載しております。 

(3) 取引の利用目的 

当社グループのデリバティブ取引のうち、為替予約

取引は外貨建金銭債権債務等の為替変動リスクを回避

し、安定的な利益の確保を図る目的で利用しておりま

す。 

なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行

っております。重要なヘッジ会計の方法は、連結財務

諸表作成のための基本となる事項４．(6)重要なヘッジ

会計の方法に記載しております。 

(4) 取引に係るリスクの内容 

当社グループのデリバティブ取引のうち、為替予約

取引は為替相場の変動によるリスクを、金利スワップ

取引は市場金利の変動によるリスクを有しておりま

す。 

なお、取引相手先は高格付を有する金融機関に限定

しているため信用リスクはほとんどないと認識してお

ります。 

(4) 取引に係るリスクの内容 

   当社グループのデリバティブ取引のうち、為替予約 

  取引は為替相場の変動によるリスクを有しておりま 

  す。 

   なお、取引相手先は高格付を有する金融機関に限定 

  しているため信用リスクはほとんどないと認識してお 

  ります。 

(5) 取引に係るリスク管理体制 

当社グループのデリバティブ取引の執行・管理につ

いては、取引権限及び取引限度額等を定めた社内ルー

ルに従い、当社経理部が決裁担当者の承認を得て行っ

ております。 

(5) 取引に係るリスク管理体制 

同左 

(6) 取引の時価等に関する事項についての補足的説明 

外貨建取引等会計処理基準により、外貨建金銭債権

債務等に振り当てたデリバティブ取引、及びヘッジ会

計が適用されているデリバティブ取引については、開

示の対象から除いております。 

(6) 取引の時価等に関する事項についての補足的説明 

同左 



２．取引の時価等に関する事項 

 （１）通貨関連 

（２）金利関連 

区分 種類 

前連結会計年度（平成18年３月31日） 当連結会計年度（平成19年３月31日） 

契約額等 

（百万円） 

契約額等の

うち１年超

（百万円）

時価 

（百万円）

評価損益 

（百万円）

契約額等 

（百万円）

契約額等の

うち１年超 

（百万円） 

時価 

（百万円） 

評価損益 

（百万円）

市場取引以外

の取引 

 為替予約取引                 

 売建                 

米ドル － － － － 352 － 360 7 

合計 － － － － 352 － 360 7 

前連結会計年度   当連結会計年度 

 （平成18年３月31日）    （平成19年３月31日） 

 （注）１．    ──────   （注）１．時価の算定方法 

先物為替相場を使用しております。 

     ２．        ──────   ２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ 

取引は記載対象から除いております。 

区分 取引の種類 

前連結会計年度（平成18年３月31日） 当連結会計年度（平成19年３月31日） 

契約額等 
（百万円） 

契約額等の
うち１年超 
（百万円） 

時価 
（百万円） 

評価損益 
（百万円） 

契約額等 
（百万円） 

契約額等の
うち１年超 
（百万円） 

時価 
（百万円） 

評価損益 
（百万円） 

市場取

引以外

の取引 

金利スワップ取引                 

受取変動・支払固定 3,000 － △19 15 － － － － 

合計 3,000 － △19 15 － － － － 

前連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

  当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

 （注）１．時価の算定方法 

取引先金融機関から提示された価格等に基

づき算定しております。 

２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ

取引は記載対象から除いております。 

  （注）１．      ─────    

  

  

２．           ───── 



（退職給付関係） 

１．採用している退職給付制度の概要 

(1）退職給付制度 

 当社及び一部の連結子会社（国内）は、確定給付型の制度として、適格退職年金制度及び退職一時金

制度を設けております。また、当社及び一部の連結子会社（国内）はこのほか複数事業主制度による企

業年金（東京都電機厚生年金基金）に加盟しております。なお、従業員の退職等に際して、退職給付会

計に準拠した数理計算による退職給付債務の対象とされない割増退職金を支払う場合があります。 

(2) 制度別の補足説明 

① 適格退職年金制度 

② 厚生年金基金制度 

（注）総合設立型の基金であります。 

③ 退職一時金制度 

２．退職給付債務及びその内訳 

  設 定 時 期 そ の 他 

当  社 平成14年 － 

  設 定 時 期 そ の 他 

当社及び連結子会社（国内） 昭和54年 － 

  設 定 時 期 そ の 他 

連結子会社（国内） 平成15年 － 

  

前連結会計年度
（平成18年３月31日現在） 

（百万円） 

当連結会計年度 
（平成19年３月31日現在） 

（百万円） 

(1) 退職給付債務 △584 △576 

(2) 年金資産 240 270 

(3) 未積立退職給付債務((1)＋(2)) △344 △305 

(4) 未認識数理計算上の差異 4 △16 

(5) 未認識過去勤務債務 △16 △14 

(6) 連結貸借対照表計上額純額 

（(3)＋(4)＋(5)） 
△356 △335 

(7) 前払年金費用 － － 

(8) 退職給付引当金（(6)－(7)） △356 △335 

前連結会計年度 
（平成18年３月31日現在） 

当連結会計年度 
（平成19年３月31日現在） 

（注）１．執行役員等の退職慰労金連結会計年度末要支

給額66百万円については「(1)退職給付債務」

に含めて記載しております。 

（注）１．執行役員等の退職慰労金連結会計年度末要支給

額57百万円については「(1)退職給付債務」に

含めて記載しております。 

２．厚生年金基金制度を含めておりません。な

お、当連結会計年度の当該年金資産の当社及

び連結子会社（国内）相当分は、3,457百万円

であります。 

２．厚生年金基金制度を含めておりません。なお、

当連結会計年度の当該年金資産の当社及び連結

子会社（国内）相当分は，3,791百万円であり

ます。 

３．連結子会社（国内）は、退職給付債務の算定

にあたり、簡便法を採用しております。 

３．連結子会社（国内）は、退職給付債務の算定に

あたり、簡便法を採用しております。 



３．退職給付費用の内訳 

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

次へ 

  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

（百万円） 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
 至 平成19年３月31日) 

（百万円） 

退職給付費用    

(1) 勤務費用 68 74 

(2) 利息費用 9 10 

(3) 期待運用収益（減算） △2 △2 

(4) 数理計算上の差異の費用処理額 2 0 

(5) 過去勤務債務の費用処理額 △2 △2 

(6) 退職給付費用 ((1)+(2)+(3)+(4)+(5)) 76 79 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 

  至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 

  至 平成19年３月31日） 

（注）１．執行役員等の退職慰労金に係る退職給付費用

13百万円については「(1)勤務費用」に含めて

記載しております。 

（注）１．執行役員等の退職慰労金に係る退職給付費用10

百万円については「(1)勤務費用」に含めて記

載しております。 

２．厚生年金基金制度を含めておりません。な

お、当連結会計年度の当該年金基金への拠出

額は、125百万円であります。 

２．厚生年金基金制度を含めておりません。なお、

当連結会計年度の当該年金基金への拠出額は、

120百万円であります。 

３．簡便法を採用している連結子会社（国内）の

退職給付費用は「(1) 勤務費用」に計上して

おります。 

３．簡便法を採用している連結子会社（国内）の退

職給付費用は「(1) 勤務費用」に計上しており

ます。 

４．上記の退職給付費用以外に割増退職金を含む

早期退職者への特別退職金56百万円を特別損

失に計上しております。 

   ４．      ───── 

  

  

  
前連結会計年度

（平成18年３月31日現在） 
当連結会計年度 

（平成19年３月31日現在） 

(1) 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 同左 

(2) 割引率（％） 2.00 2.00 

(3) 期待運用収益率（％） 1.10 1.10 

(4) 過去勤務債務の処理年数 発生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数(10

年)による定額法により費用

処理しております。 

同左 

(5) 数理計算上の差異の処理年数 各連結会計年度の発生時の従

業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数(10年)による定

額法により按分した額をそれ

ぞれ発生の翌連結会計年度か

ら費用処理しております。 

同左 



（ストック・オプション等関係） 

当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

(1）ストック・オプションの内容 

 （注）株式数に換算して記載しております。 

(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況 

 当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数について

は、株式数に換算して記載しております。 

① ストック・オプションの数 

② 単価情報 

  平成13年 ストック・オプション 

付与対象者の区分及び数 
当社取締役  ３名 

当社従業員  47名 

 ストック・オプション数（注） 普通株式 300,000株 

付与日 平成13年６月28日 

権利確定条件 
付与日（平成13年６月28日）以降、権利確定日（平成15年６

月30日）まで継続して勤務していること。 

対象勤務期間 ２年間（自平成13年６月28日 至平成15年６月30日） 

権利行使期間 平成15年７月１日から平成18年６月30日までとする。 

  平成13年 ストック・オプション 

権利確定前      （株）   

前連結会計年度末 － 

付与 － 

失効 － 

権利確定 － 

未確定残 － 

権利確定後      （株）   

前連結会計年度末 255,000 

権利確定 － 

権利行使 － 

失効 255,000 

未行使残 － 

  平成13年 ストック・オプション 

権利行使価格      （円） 1,021 

行使時平均株価     （円） － 

公正な評価単価（付与日）（円） － 



（税効果会計関係） 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
 至 平成19年３月31日) 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

繰延税金資産    

商品評価損否認 59百万円 

賞与引当金損金算入限度超過額 164百万円 

未払事業税否認 41百万円 

貸倒引当金損金算入限度超過額 35百万円 

減価償却超過額 27百万円 

研究開発費等否認 35百万円 

会員権評価損否認 26百万円 

役員退職慰労引当金繰入額否認 34百万円 

退職給付引当金損金算入限度超過

額 
145百万円 

投資有価証券評価損否認 50百万円 

減損損失否認 12百万円 

繰越外国税額控除 25百万円 

その他 61百万円 

繰延税金資産小計 722百万円 

評価性引当額 △41百万円 

繰延税金資産計 681百万円 

繰延税金負債    

在外子会社の留保利益 △98百万円 

その他有価証券評価差額金 △117百万円 

その他 △3百万円 

繰延税金負債計 △220百万円 

繰延税金資産の純額 460百万円 

 上記繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以

下の項目に含まれております。 

繰延税金資産（流動） 283百万円 

繰延税金資産（固定） 180百万円 

繰延税金負債（流動） －    

繰延税金負債（固定） △3百万円 

計 460百万円 

繰延税金資産    

商品評価損否認 146百万円 

賞与引当金損金算入限度超過額 147百万円 

未払事業税否認 10百万円 

貸倒引当金損金算入限度超過額 36百万円 

減価償却超過額 8百万円 

研究開発費等否認 35百万円 

会員権評価損否認 25百万円 

役員退職慰労引当金繰入額否認 42百万円 

退職給付引当金損金算入限度超過

額 
138百万円 

投資有価証券評価損否認 56百万円 

減損損失否認 2百万円 

その他 47百万円 

繰延税金資産小計 698百万円 

評価性引当額 △25百万円 

繰延税金資産計 673百万円 

繰延税金負債    

在外子会社の留保利益 △141百万円 

その他有価証券評価差額金 △99百万円 

その他 △3百万円 

繰延税金負債計 △244百万円 

繰延税金資産の純額 429百万円 

 上記繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以

下の項目に含まれております。 

繰延税金資産（流動） 375百万円 

繰延税金資産（固定） 57百万円 

繰延税金負債（流動） －    

繰延税金負債（固定） △3百万円 

計 429百万円 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳 

国内の法定実効税率 40.7％ 

（調整）     

交際費等永久に損金に算入されない

項目 
4.5％ 

外国税額控除 △1.7％ 

国内と海外との税率差異 △4.7％ 

ＩＴ投資税制による税額控除 △0.2％ 

連結子会社からの受取配当金等 5.2％ 

その他 1.5％ 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 45.3％ 

国内の法定実効税率 40.7％ 

（調整）     

交際費等永久に損金に算入されない

項目 
3.9％ 

外国税額控除 △0.9％ 

国内と海外との税率差異 △3.4％ 

連結子会社からの受取配当金等 3.2％ 

土地再評価差額金取崩額 △23.2％ 

その他 1.6％ 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 21.9％ 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

  
電子部品 
（百万円） 

電子機器
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結
（百万円） 

前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

         

Ⅰ．売上高及び営業利益          

売上高          

(1)外部顧客に対する売上高 90,108 22,254 112,362 － 112,362 

(2)セグメント間の内部売上高又

は振替高 
－ － － － － 

計 90,108 22,254 112,362 － 112,362 

営業費用 87,931 21,411 109,342 830 110,173 

営業利益 2,176 843 3,019 (830) 2,188 

Ⅱ．資産、減価償却費及び資本的

支出 
         

資産 28,659 9,203 37,862 3,550 41,413 

減価償却費 166 91 258 150 408 

減損損失 － － － 61 61 

資本的支出 95 22 117 17 135 

  
電子部品 
（百万円） 

電子機器
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結
（百万円） 

当連結会計年度 

（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

         

Ⅰ．売上高及び営業利益          

売上高          

(1)外部顧客に対する売上高 94,845 22,816 117,662 － 117,662 

(2)セグメント間の内部売上高又

は振替高 
－ － － － － 

計 94,845 22,816 117,662 － 117,662 

営業費用 93,115 22,018 115,133 711 115,845 

営業利益 1,730 798 2,529 (711) 1,817 

Ⅱ．資産、減価償却費及び資本的

支出 
         

資産 29,929 8,962 38,891 3,073 41,965 

減価償却費 175 76 251 139 391 

資本的支出 88 37 125 46 172 



 （注）１．事業区分の方法 

当社グループの事業は、製品市場の類似性を考慮し、半導体・電子部品等の販売を行う「電子部品販売事

業」と、電子機器・記録媒体品・製品等の販売を行う「電子機器販売事業」とに区分しております。 

２．各区分に属する主要な商・製品 

３．「消去又は全社」に含めた金額及び主な内容 

事業区分 主要商・製品

電子部品販売事業 半導体、ピックアップユニット等 

電子機器販売事業 音響映像機器、システム製品、記録媒体品、教育用ソフトウェア等 

  前連結会計年度 

（百万円） 

当連結会計年度 

（百万円） 
主な内容 

消去又は全社の項目に含め

た配賦不能営業費用の金額 
830 711 

当社の総務・経理部門及び情報システ

ム部門に係る費用 

消去又は全社の項目に含め

た全社資産の金額 
3,550 3,073 

当社における余資運用資金（現金預金

及び有価証券）、長期投資資金（投資

有価証券）及び上記管理部門に係る資

産等 



【所在地別セグメント情報】 

 （注）１．地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．本邦以外の区分に属する地域の主な内訳は次のとおりであります。 

アジア……大韓民国、中国、シンガポール 

３．「消去又は全社」に含めた金額及び主な内容 

  
日本 

（百万円） 
アジア

（百万円） 
計

（百万円） 
消去又は全社 
（百万円） 

連結
（百万円） 

前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

         

Ⅰ．売上高及び営業利益          

売上高          

(1)外部顧客に対する売上高 76,148 36,214 112,362 － 112,362 

(2)セグメント間の内部売上高又

は振替高 
6,219 136 6,356 (6,356) － 

計 82,367 36,351 118,718 (6,356) 112,362 

営業費用 79,992 35,711 115,704 (5,530) 110,173 

営業利益 2,374 639 3,014 (826) 2,188 

Ⅱ．資産 29,438 8,424 37,862 3,550 41,413 

  
日本 

（百万円） 
アジア

（百万円） 
計

（百万円） 
消去又は全社 
（百万円） 

連結
（百万円） 

当連結会計年度 

（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

         

Ⅰ．売上高及び営業利益          

売上高          

(1)外部顧客に対する売上高 84,485 33,177 117,662 － 117,662 

(2)セグメント間の内部売上高又

は振替高 
9,845 279 10,125 (10,125) － 

計 94,330 33,457 127,787 (10,125) 117,662 

営業費用 92,359 32,903 125,263 (9,418) 115,845 

営業利益 1,971 553 2,524 (706) 1,817 

Ⅱ．資産 34,101 8,688 42,789 (824) 41,965 

  前連結会計年度 

（百万円） 

当連結会計年度 

（百万円） 
主な内容 

消去又は全社の項目に含め

た配賦不能営業費用の金額 
830 711 

当社の総務・経理部門及び情報システ

ム部門に係る費用 

消去又は全社の項目に含め

た全社資産の金額 
3,550 3,073 

当社における余資運用資金（現金預金

及び有価証券）、長期投資資金（投資

有価証券）及び上記管理部門に係る資

産等 



【海外売上高】 

 （注）１．地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．当該区分に属する地域の主な内訳は次のとおりであります。 

アジア……大韓民国、中国、シンガポール 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

【関連当事者との取引】 

前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

(1) 親会社及び法人主要株主等 

 （注）１．取引条件ないし取引条件の決定方針等 

電子部品等の仕入は、市場価格等を勘案し毎期交渉の上決定しております。 

２．取引金額には消費税等は含まれず、期末残高には消費税等を含んでおります。 

当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

(1) 親会社及び法人主要株主等 

 （注）１．取引条件ないし取引条件の決定方針等 

電子部品等の仕入は、市場価格等を勘案し毎期交渉の上決定しております。 

２．取引金額には消費税等は含まれず、期末残高には消費税等を含んでおります。 

  アジア 

前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 45,006 

Ⅱ 連結売上高（百万円） 112,362 

Ⅲ 海外売上高の連結売上高に占める割

合（％） 
40.1 

当連結会計年度 

（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 41,450 

Ⅱ 連結売上高（百万円） 117,662 

Ⅲ 海外売上高の連結売上高に占める割

合（％） 
35.2 

属性 
会社等 

の名称 
住所 

資本金又

は出資金 

(百万円) 

事業の内

容又は職

業 

議決権等の

所有 

(被所有) 

割合(％) 

関係内容 

取引の

内容 

取引金額 

(百万円) 
科目 

期末残高 

(百万円) 役員の

兼任等 

事業上の

関係 

その他の

関係会社 

ソニー 

株式会社 

東京都

品川区 
624,124 

電子・電気

機械器具の

製造・販売 

(被所有) 

直接 28.5

間接 2.0

－ 

電子部品

等の仕入 

(特約店) 

電子部

品等の

仕入 

39,539 

支払手

形及び

買掛金 

10,777 

属性 
会社等 

の名称 
住所 

資本金又

は出資金 

(百万円) 

事業の内

容又は職

業 

議決権等の

所有 

(被所有) 

割合(％) 

関係内容 

取引の

内容 

取引金額 

(百万円) 
科目 

期末残高 

(百万円) 役員の

兼任等 

事業上の

関係 

その他の

関係会社 

ソニー 

株式会社 

東京都

港区 
625,305 

電子・電気

機械器具の

製造・販売 

(被所有) 

直接 28.5

間接 2.0

－ 

電子部品

等の仕入 

(特約店) 

電子部

品等の

仕入 

49,562 

支払手

形及び

買掛金 

8,540 



（１株当たり情報） 

（注） １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりで 

   あります。 

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
 至 平成19年３月31日) 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため

記載しておりません。 

１株当たり純資産額   1,022円19銭 

１株当たり当期純利益 141円76銭 

  

  
  

 ───── 

１株当たり純資産額   1,215円17銭 

１株当たり当期純利益金額    209円18銭 

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益 
209円05銭 

  
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
 至 平成19年３月31日) 

１株当たり当期純利益金額    

 当期純利益（百万円） 1,013 1,495 

 普通株主に帰属しない金額（百万円） － － 

 普通株式に係る当期純利益（百万円） 1,013 1,495 

 普通株式の期中平均株式数（千株） 7,148 7,148 

      

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額     

 当期純利益調整額（百万円） － － 

 普通株主増加数（千株） － 4 

  （うち新株予約権） － （4） 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

旧商法280条ノ19の規定に基づく新

株引受権１種類。この詳細は「第

４ 提出会社の状況、１ 株式等の

状況、（2）新株予約権の状況」に

記載のとおりであります。 

───── 



⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

 （注）１．（ ）内書は、１年以内の償還予定額であります。 

    ２．６ヶ月円TIBORに0.20%を加算した値であります。 

    ３．６ヶ月円TIBORに0.15%を加算した値であります。 

    ４．６ヶ月円TIBORに0.44%を加算した値であります。 

    ５．６ヶ月円TIBORに0.15%を加算した値であります。 

    ６．６ヶ月円TIBORに0.20%を加算した値であります。 

    ７．連結決算日後５年内における償還額は以下のとおりであります。 

【借入金等明細表】 

 （注）１．平均利率については、期中平均借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年間の返済予定額は以下のとおりであ

ります。 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

会社名 銘柄 発行年月日 
前期末残高 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

利率（％） 担保 償還期限 

共信テクノソニック 

株式会社 
 第２回無担保社債 平成17年３月30日 500 

500 

(500)
0.56 無担保 平成20年３月28日 

共信テクノソニック 

株式会社 
 第３回無担保社債 平成17年３月31日 1,200 

1,200 

(1,200)
（注）２ 無担保 平成20年３月25日 

共信テクノソニック 

株式会社 
 第４回無担保社債 平成17年３月31日 1,000 

1,000 

(1,000)
（注）３ 無担保 平成20年３月31日 

共信テクノソニック 

株式会社 
 第５回無担保社債 平成17年３月31日 500 

500 

(500)
（注）４ 無担保 平成20年３月31日 

共信テクノソニック 

株式会社 
 第６回無担保社債 平成18年３月28日 1,500 1,500 （注）５ 無担保 平成21年３月25日 

共信テクノソニック 

株式会社 
 第７回無担保社債 平成18年３月31日 1,000 1,000 （注）６ 無担保 平成21年３月25日 

合計 － － 5,700 
5,700 

(3,200)
－ － － 

１年以内（百万円） 
１年超２年以内 
（百万円） 

２年超３年以内 
（百万円） 

３年超４年以内 
（百万円） 

４年超５年以内 
（百万円） 

3,200 2,500 － － － 

区分 
前期末残高
（百万円） 

当期末残高
（百万円） 

平均利率 
（％） 

返済期限

短期借入金 2,092 1,420 3.1 － 

１年以内に返済予定の長期借入金 846 1,155 0.9 － 

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 1,584 2,229 0.9 平成20～22年 

その他の有利子負債 － － － － 

計 4,523 4,804 － － 

  
１年超２年以内 
（百万円） 

２年超３年以内
（百万円） 

３年超４年以内
（百万円） 

４年超５年以内
（百万円） 

長期借入金 1,621 608 － － 



２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

    
第45期 

（平成18年３月31日現在） 
第46期 

（平成19年３月31日現在） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（資産の部）              

Ⅰ 流動資産              

１．現金及び預金     4,069     1,507  

２．受取手形 ＊９   2,114     1,698  

３．売掛金 ＊２   17,482     22,549  

４．商品     1,909     2,637  

５．前払費用     75     80  

６．繰延税金資産     208     246  

７．未収入金 ＊２   534     346  

８．その他     40     14  

貸倒引当金     △10     △10  

流動資産合計     26,424 89.4   29,070 93.6 

Ⅱ 固定資産              

１．有形固定資産              

(1) 建物 ＊１ 599     125    

減価償却累計額   427 171   67 58  

(2) 車両運搬具   4     2    

減価償却累計額   3 0   2 0  

(3) 工具器具及び備品   100     95    

減価償却累計額   74 26   66 28  

(4) 土地 ＊1＊3   405     －  

有形固定資産合計     603 2.0   86 0.3 

２．無形固定資産              

(1) 電話加入権     5     5  

(2) ソフトウェア     483     302  

無形固定資産合計     489 1.7   307 1.0 

３．投資その他の資産              

(1) 投資有価証券 ＊１   512     424  

(2) 関係会社株式     1,190     928  

(3) 破産・更生債権等     23     23  

 



    
第45期 

（平成18年３月31日現在） 
第46期 

（平成19年３月31日現在） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％） 

(4) 長期前払費用     5     4  

(5) 繰延税金資産     227     146   

(6) 敷金及び保証金     100     85  

(7) 会員権     44     31  

(8) その他     28     28  

貸倒引当金     △81     △69  

投資その他の資産合計     2,051 6.9   1,605 5.1 

固定資産合計     3,144 10.6   1,999 6.4 

資産合計     29,568 100.0   31,070 100.0 

               

（負債の部）              

Ⅰ 流動負債              

１．支払手形 *1*9   477     491   

２．買掛金 *1*2   13,808     12,962   

３．短期借入金     352     1,230   

４．一年以内償還予定の社
債 

    －     3,200   

５．一年以内返済予定の長
期借入金 

＊１   742     1,055   

６．未払金     216     228   

７．未払費用     44     46  

８．未払法人税等     357     2  

９．前受金     27     76  

10．預り金     17     52  

11．賞与引当金     231     192   

12．役員賞与引当金     16     14   

13．その他     45     5  

流動負債合計     16,336 55.3   19,557 62.9 

Ⅱ 固定負債              

１．社債     5,700     2,500   

２．長期借入金 ＊１   459     1,204   

３．退職給付引当金     348     323   

４．役員退職慰労引当金     59     74   

固定負債合計     6,566 22.2   4,101 13.2 

負債合計     22,903 77.5   23,658 76.1 

               

 



    
第45期 

（平成18年３月31日現在） 
第46期 

（平成19年３月31日現在） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（資本の部）              

Ⅰ 資本金   ＊４   1,433 4.8   － － 

Ⅱ 資本剰余金              

１．資本準備金   1,571     －    

資本剰余金合計     1,571 5.3   － － 

Ⅲ 利益剰余金              

１．利益準備金   139     －    

２．任意積立金              

(1) 別途積立金   2,325     －    

３．当期未処分利益   2,202     －    

利益剰余金合計     4,666 15.8   － － 

Ⅳ 土地再評価差額金 ＊3＊8   △1,178 △4.0   － － 

Ⅴ その他有価証券評価差額
金 

 ＊８   171 0.6   － － 

Ⅵ 自己株式  ＊５   △0 △0.0   － － 

資本合計     6,664 22.5   － － 

負債・資本合計     29,568 100.0   － － 

               

 



    
第45期 

（平成18年３月31日現在） 
第46期 

（平成19年３月31日現在） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（純資産の部）               

Ⅰ 株主資本               

１．資本金     － －   1,433 4.6 

２．資本剰余金               

(1）資本準備金   －     1,571     

資本剰余金合計      － －   1,571 5.1 

３．利益剰余金               

(1）利益準備金   －     139     

(2）その他利益剰余金               

別途積立金   －     2,325     

繰越利益剰余金   －     1,797     

利益剰余金合計      － －   4,262 13.7 

４．自己株式     － －   △0 △0.0 

株主資本合計      － －   7,267 23.4 

Ⅱ 評価・換算差額等               

１．その他有価証券評価差
額金 

    － －   144 0.5 

評価・換算差額等合計      － －   144 0.5 

純資産合計      － －   7,411 23.9 

負債純資産合計      － －   31,070 100.0 

               



②【損益計算書】 

    
第45期 

(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

第46期 
(自 平成18年４月１日 
 至 平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高  ＊５   65,146 100.0   76,614 100.0 

Ⅱ 売上原価              

１. 期首商品棚卸高   1,899     1,909    

２. 当期商品仕入高  ＊５ 60,084     72,622    

合計   61,984     74,532    

３. 期末商品棚卸高   1,909 60,074 92.2 2,637 71,894 93.8 

売上総利益     5,072 7.8   4,719 6.2 

Ⅲ 販売費及び一般管理費              

１．荷造運賃   109     128    

２．販売手数料   105     118    

３．貸倒引当金繰入額   7     －    

４．役員報酬   113     120    

５．給与・賞与   1,290     1,215    

６．賞与引当金繰入額   221     183    

７．役員賞与引当金繰入額   16     14    

８．退職給付費用   152     152    

９．役員退職慰労引当金繰
入額 

  22     20    

10．福利厚生費   190     172    

11．旅費交通費   235     225    

12．地代家賃   244     230    

13．支払リース料   79     58    

14．減価償却費   323     312    

15．業務委託費   261     279    

16．その他  ＊１ 619 3,994 6.1 626 3,861 5.1 

営業利益     1,077 1.7   858 1.1 

Ⅳ 営業外収益              

１．受取利息   4     1    

２．受取配当金  ＊５ 153     168    

３．仕入割引   －     37    

４．関係会社業務受託収入   100     71    

５．為替差益   63     8    

６．雑収入   49 370 0.5 57 344 0.4 

 



    
第45期 

(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

第46期 
(自 平成18年４月１日 
 至 平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅴ 営業外費用              

１．支払利息   56     77    

２．社債利息   19     42    

３．売上債権売却損   37     75    

４．社債発行費   29     －    

５．雑損失   17 160 0.2 6 202 0.2 

経常利益     1,287 2.0   1,000 1.3 

Ⅵ 特別利益              

１．固定資産売却益  ＊２ 0     384    

２．投資有価証券売却益   98     7    

３．貸倒引当金戻入額   12 111 0.1 0 392 0.5 

               

Ⅶ 特別損失              

１．固定資産売却損 ＊４ 9     37    

２．固定資産除却損 ＊３ 20     2    

３．投資有価証券売却損   0     －    

４．投資有価証券評価損   －     14    

５．関係会社株式評価損   65     282    

６．会員権評価損   2     －    

７．特別退職金   56     －    

８．減損損失  ＊６ 43 198 0.3 － 336 0.4 

税引前当期純利益     1,200 1.8   1,056 1.4 

法人税、住民税及び事
業税 

  482     77    

法人税等調整額   59 542 0.8 61 139 0.2 

当期純利益     657 1.0   917 1.2 

前期繰越利益     1,567     －  

土地再評価差額金取崩
額 

    △21     －  

当期未処分利益     2,202     －   

               



③【利益処分計算書及び株主資本等変動計算書】 

利益処分計算書 

    
第45期 

株主総会承認日 
（平成18年６月29日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 

Ⅰ 当期未処分利益     2,202 

Ⅱ 利益処分額      

１．配当金   142 142 

Ⅲ 次期繰越利益     2,059 

       



株主資本等変動計算書 

第46期（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本
合計 資本準備

金 
資本剰余
金合計 

利益準備
金 

その他利益剰余金 
利益剰余
金合計 別途積立

金 
繰越利益
剰余金 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

1,433 1,571 1,571 139 2,325 2,202 4,666 △0 7,672 

事業年度中の変動額                  

剰余金の配当           △142 △142   △142 

当期純利益           917 917   917 

土地再評価差額金取崩額            △1,178 △1,178   △1,178 

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額） 

                  

事業年度中の変動額合計 
（百万円） 

－ － － － － △404 △404 － △404 

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

1,433 1,571 1,571 139 2,325 1,797 4,262 △0 7,267 

 

評価・換算差額等 

新株予約権 純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

繰延ヘッジ損益 
土地再評価差額
金 

評価・換算差額
等合計 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

171 － △1,178 △1,007 － 6,664 

事業年度中の変動額            

剰余金の配当           △142 

当期純利益           917 

土地再評価差額金取崩額            △1,178 

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額） 

△27 － 1,178 1,151 － 1,151 

事業年度中の変動額合計 
（百万円） 

△27 － 1,178 1,151 － 746 

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

144 － － 144 － 7,411 



重要な会計方針 

項目 
第45期

(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

第46期 
(自 平成18年４月１日 
 至 平成19年３月31日) 

１．有価証券の評価基準及

び評価方法 

(1)子会社株式及び関連会社株式 

 総平均法による原価法 

(1)子会社株式及び関連会社株式 

同左 

  (2)その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は総平均法

により算定） 

(2)その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は総平均

法により算定） 

  時価のないもの 

総平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

２．デリバティブの評価基

準及び評価方法 

時価法 同左 

３．棚卸資産の評価基準及

び評価方法 

(1）商品 

 移動平均法による原価法 

(1）商品 

同左 

      

４．固定資産の減価償却の

方法 

(1）有形固定資産 

定率法 

 なお、主な耐用年数は以下のとお

りであります。 

建物       ３～50年 

工具器具及び備品 ２～20年 

(追加情報) 

 上記建物等のうち物流業務施設の

一部については、従来採用していた

耐用年数から残存見積使用期間に合

わせた耐用年数に変更いたしまし

た。 

 この変更は、当期に当該資産を売

却する方針を決定したため耐用年数

を短縮したものであり、この結果、

従来の方法に比較して、営業利益、

経常利益及び税引前当期純利益が66

百万円それぞれ減少しておりま

す。  

(1）有形固定資産 

定率法 

 なお、主な耐用年数は以下のとお

りであります。 

建物       ８～15年 

工具器具及び備品 ２～20年 

  

  (2）無形固定資産 

定額法 

なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間

（５年）に基づいております。 

(2）無形固定資産 

定額法 

同左 

  (3）長期前払費用 

 定額法 

(3）長期前払費用 

同左 

５．繰延資産の処理方法 (1）社債発行費 

支出時に全額費用として処理してお

ります。 

───── 

  

 



項目 
第45期

(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

第46期 
(自 平成18年４月１日 
 至 平成19年３月31日) 

６．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒による損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

  (2）賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に備えるため、

将来の支給見込額のうち当期の負担額

を計上しております。 

(2）賞与引当金 

同左 

  (3）役員賞与引当金 

 役員に対する賞与の支給に備える

ため、支給見込額を計上しておりま

す。 

（追加情報） 

 「役員賞与の会計処理に関する当

面の取り扱い」（企業会計基準委員

会実務対応報告第13号）に基づき、

従来、株主総会決議時に未処分利益

の減少として会計処理していた役員

賞与を、当期から発生時に費用処理

しております。この結果、従来の方

法と比較して、営業利益、経常利益

及び税引前当期純利益が、それぞれ

16百万円減少しております。 

(3）役員賞与引当金 

 役員に対する賞与の支給に備える

ため、支給見込額を計上しておりま

す。 

  

  (4）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、

当期末における退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき計上しておりま

す。 

過去勤務債務は、その発生時の従

業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数（10年）による定額法により費用

処理しております。 

数理計算上の差異は、各期の発生

時の従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（10年）による定額法によ

り按分した額をそれぞれ発生の翌期か

ら費用処理しております。 

なお、執行役員等の部分について

は、執行役員等の退職慰労金の支出に

備えるため、内規に基づく期末要支給

額を計上しております。 

(4）退職給付引当金 

同左 

  

  (5）役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支給に備える

ため、内規に基づく期末要支給額を

計上しております。 

(5）役員退職慰労引当金 

同左 

 



項目 
第45期

(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

第46期 
(自 平成18年４月１日 
 至 平成19年３月31日) 

７．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同左 

８．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理によっております。

なお、為替予約等が付されている外貨

建金銭債権債務等については、振当処

理を行っております。 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

  (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

・ヘッジ手段 

為替予約 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

・ヘッジ手段 

同左 

  ・ヘッジ対象 

相場変動等による損失の可能性があ

る外貨建金銭債権債務等 

・ヘッジ対象 

同左 

  (3）ヘッジ方針 

事業活動及び財務活動に伴う為替相

場などの相場変動によるリスクを低減

させる目的においてのみデリバティブ

取引を利用しております。 

(3）ヘッジ方針 

同左 

  (4）ヘッジの有効性評価の方法 

為替予約については、ヘッジ手段

とヘッジ対象の資産・負債等に関す

る重要な条件が同一であり、有効性

がおおむね100％であることが明らか

であるため、有効性の判定は省略し

ております。 

(4）ヘッジの有効性評価の方法 

同左 

９．その他財務諸表作成のた

めの重要な事項 

(1）消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

(1）消費税等の会計処理 

同左 



会計処理方法の変更 

表示方法の変更 

第45期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

第46期 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当期より、固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計

審議会 平成14年８月９日））及び「固定資産の減損に係

る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第６号 

平成15年10月31日）を適用しております。これにより税引

前当期純利益は43百万円減少しております。 

 なお、減損損失累計額につきましては、改正後の財務諸

表等規則に基づき各資産の金額から直接控除しておりま

す。 

───── 

─────  （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

 当期より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月９日）及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適

用指針」（企業会計基準適用指針第８号 平成17年12月９

日）を適用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当する金額は7,411百万

円であります。 

 なお、当期における貸借対照表の純資産の部について

は、財務諸表等規則の改正に伴い、改正後の財務諸表等規

則により作成しております。 

─────  （ストック・オプション等に関する会計基準） 

 当期より、「ストック・オプション等に関する会計基

準」（企業会計基準第８号 平成17年12月27日）及び「ス

トック・オプション等に関する会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第11号 平成18年５月31日）を適用し

ております。 

 これによる当期の損益に与える影響はありません。 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

──────  

  

 （損益計算書） 

 前期まで営業外収益の「雑収入」に含めて表示してお

りました「仕入割引」は、営業外収益の総額の100分の

10を超えたため区分掲記しました。 

 なお、前期における「仕入割引」の金額は22百万円で

あります。 



注記事項 

（貸借対照表関係） 

第45期 
（平成18年３月31日現在） 

第46期
（平成19年３月31日現在） 

＊１．担保に供している資産 ＊１．担保に供している資産 

建物 84百万円 

土地 390百万円 

投資有価証券 13百万円 

計 488百万円 

上記に対する債務額    

支払手形 18百万円 

買掛金 70百万円 

長期借入金 

（一年以内返済分を含む） 
225百万円 

計 314百万円 

投資有価証券 12百万円 

計 12百万円 

上記に対する債務額    

支払手形 26百万円 

買掛金 5百万円 

計 31百万円 

＊２．関係会社に対する資産及び負債 ＊２．関係会社に対する資産及び負債 

売掛金 2,740 百万円 

未収入金 140 百万円 

買掛金 10,802 百万円 

売掛金 3,675 百万円 

未収入金 74 百万円 

買掛金 8,559 百万円 

＊３．事業用土地の再評価 

土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日

公布法律第34号）に基づき、事業用の土地の再評

価を行い、当該評価差額を「土地再評価差額金」

として資本の部に計上しております。 

再評価の方法 

土地の再評価に関する法律施行令（平成10年

３月31日公布政令第119号）第２条第５号に定

める不動産鑑定士が行った鑑定評価により算

出しております。 

＊３．              ────── 

 なお、再評価した土地の当期末における時価の

合計額は再評価後の帳簿価額を下回っておりませ

ん。 

再評価を行った年月日 平成14年３月31日  

＊４．会社が発行する株式及び発行済株式の総数 ＊４．              ────── 

授権株式総数  普通株式 28,296,000株 

発行済株式総数 普通株式 7,148,400株 

 

＊５．自己株式 

 当社が保有する自己株式の数は、普通株式264株で

あります。 

＊５．              ────── 

 ６．債権流動化に伴う買戻義務 752百万円  ６．債権流動化に伴う買戻義務 4,861百万円 

 



第45期 
（平成18年３月31日現在） 

第46期
（平成19年３月31日現在） 

 ７．偶発債務 

 次のとおり金融機関からの借入金に対し債務保証

を行っております。 

 ７．偶発債務 

 次のとおり金融機関からの借入金に対し債務保証

を行っております。 

KYOSHIN 

TECHNOSONIC 

(ASIA) LTD. 

  912百万円 

SHANGHAI KYOTEC 

ELECTRONIC 

TRADING CO.,LTD. 

  29百万円 

平成堂株式会社   100百万円 

共信コミュニケーションズ 

株式会社 
  1,225百万円 

計     2,266百万円 

KYOSHIN 

TECHNOSONIC 

(ASIA) LTD. 

  311百万円 

平成堂株式会社   90百万円 

共信コミュニケーションズ 

株式会社 
  1,125百万円 

計     1,526百万円 

 次のとおり仕入債務に対し債務保証を行っており

ます。 

 次のとおり仕入債務に対し債務保証を行っており

ます。 

KYOSHIN 

TECHNOSONIC (S) 

PTE LTD 

    22百万円 

KYOSHIN 

TECHNOSONIC 

(ASIA) LTD． 

    957百万円 

計     980百万円 

KYOSHIN 

TECHNOSONIC (S) 

PTE LTD 

    21百万円 

KYOSHIN 

TECHNOSONIC 

(ASIA) LTD． 

    472百万円 

計     494百万円 

＊８．配当制限 

 商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時価

を付したことにより増加した純資産額は171百万円で

あります。 

＊８．              ────── 

＊９．              ────── ＊９．期末日満期手形 

 期末日満期手形の会計処理については、手形交換

日をもって決済処理しております。なお、当期末日

が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手

形が期末残高に含まれております。 

受取手形 40百万円 

支払手形 115百万円 



（損益計算書関係） 

第45期 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

第46期
(自 平成18年４月１日 
 至 平成19年３月31日) 

＊１．研究開発費の総額 ＊１．研究開発費の総額 

一般管理費に含まれる 

研究開発費 
10百万円 

一般管理費に含まれる 

研究開発費 
4百万円 

＊２．固定資産売却益の内訳 ＊２．固定資産売却益の内訳 

建物 0百万円 車両運搬具 0百万円 

工具器具及び備品 0百万円 

土地 384百万円 

計 384百万円 

＊３．固定資産除却損の内訳 ＊３．固定資産除却損の内訳 

建物 5百万円 

工具器具及び備品 10百万円 

ソフトウェア 4百万円 

計 20百万円 

建物 0百万円 

工具器具及び備品 1百万円 

計 2百万円 

＊４．固定資産売却損の内訳 ＊４．固定資産売却損の内訳 

建物 9百万円 

車両運搬具 0百万円 

計 9百万円 

建物 20百万円 

工具器具及び備品 0百万円 

土地 16百万円 

計 37百万円 

＊５．関係会社に対する事項 ＊５．関係会社に対する事項 

売上高 7,462百万円 

当期商品仕入高 39,677百万円 

受取配当金 148百万円 

売上高 10,252百万円 

当期商品仕入高 49,834百万円 

受取配当金 163百万円 

＊６．減損損失 

 当期において、当社は以下の資産グループにつ

いて減損損失を計上しております。 

 当社は営業部門ごとに継続的な収支の把握を行

っていることから各営業部門をグルーピングの最

小単位としております。ただし、処分予定資産及

び稼動休止資産については、各資産をグルーピン

グの最小資産としております。 

 上記各資産グループについては、帳簿価額に比

し時価が著しく下落しているため、帳簿価額を回

収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失

（43百万円）として特別損失に計上しておりま

す。 

 なお、当該資産グループの回収可能価額は、正

味売却価額により測定しており、路線価を合理的

に調整した評価額または売却価格等により評価し

ております。 

場所及び用途 種類 
金額 

（百万円）

 社宅 

（神奈川県川崎市他） 
建物 34

 電話加入権  電話加入権  9

計  43

＊６．       ───── 



（株主資本等変動計算書関係） 

第46期（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

第45期（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）及び第46期（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月

31日）における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

 
前事業年度末株式
数（株） 

当事業年度増加株
式数（株） 

当事業年度減少株
式数（株） 

当事業年度末株式
数（株） 

普通株式 264 － － 264 

合計 264 － － 264 

第45期 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

第46期
(自 平成18年４月１日 
 至 平成19年３月31日) 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

  
取得価額相
当額 
（百万円） 

減価償却累
計額相当額
（百万円） 

期末残高相
当額 
（百万円）

工具器具及び
備品 

139 88 50

ソフトウェア 61 46 15

合計 201 135 65

取得価額相
当額 
（百万円）

減価償却累
計額相当額
（百万円） 

期末残高相
当額 
（百万円）

工具器具及び
備品 

81 43 38

ソフトウェア 26 12 14

合計 108 55 53

(2）未経過リース料期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額 

１年内 33百万円 

１年超 40百万円 

計 73百万円 

１年内 27百万円 

１年超 30百万円 

計 58百万円 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

支払リース料 58百万円 

減価償却費相当額 54百万円 

支払利息相当額 3百万円 

支払リース料 35百万円 

減価償却費相当額 31百万円 

支払利息相当額 3百万円 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 

(減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失はありません。 

                 ────── 



（税効果会計関係） 

第45期 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

第46期
(自 平成18年４月１日 
 至 平成19年３月31日) 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

繰延税金資産    

商品評価損否認 55百万円

賞与引当金損金算入限度超過額 94百万円

未払事業税否認 25百万円

貸倒引当金損金算入限度超過額 30百万円

減価償却超過額 27百万円

研究開発費等否認 5百万円

会員権評価損否認 26百万円

役員退職慰労引当金繰入額否認 24百万円

退職給付引当金損金算入限度超過

額 
141百万円

投資有価証券評価損否認 50百万円

関係会社株式評価損 26百万円

減損損失否認 12百万円

繰越外国税額控除 25百万円

その他 35百万円

繰延税金資産小計 582百万円

評価性引当額 △28百万円

繰延税金資産計 554百万円

繰延税金負債    

その他有価証券評価差額金 △117百万円

繰延税金資産の純額 436百万円

繰延税金資産    

商品評価損否認 136百万円

賞与引当金損金算入限度超過額 78百万円

貸倒引当金損金算入限度超過額 22百万円

研究開発費等否認 1百万円

会員権評価損否認 25百万円

役員退職慰労引当金繰入額否認 30百万円

退職給付引当金損金算入限度超過

額 
131百万円

投資有価証券評価損否認 56百万円

関係会社株式評価損否認 141百万円

減損損失否認 2百万円

その他 33百万円

繰延税金資産小計 659百万円

評価性引当額 △167百万円

繰延税金資産計 492百万円

繰延税金負債    

その他有価証券評価差額金 △99百万円

繰延税金資産の純額 392百万円

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳 

法定実効税率 40.7％ 

（調整）    

交際費等永久に損金に算入されない

項目 
7.0％ 

外国税額控除 △3.0％ 

ＩＴ投資税制による税額控除 △0.2％ 

評価性引当額 2.4％ 

その他 △1.7％ 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 45.2％ 

法定実効税率 40.7％ 

（調整）    

交際費等永久に損金に算入されない

項目 
5.9％ 

外国税額控除 △1.7％ 

土地再評価差額金取崩額 △45.4％ 

評価性引当額 12.5％ 

その他 1.2％ 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 13.2％ 



（１株当たり情報） 

（注）１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりで 

   あります。 

（重要な後発事象） 

     該当事項はありません。 

第45期 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

第46期
(自 平成18年４月１日 
 至 平成19年３月31日) 

１株当たり純資産額      932円39銭 

１株当たり当期純利益 91円95銭 

  

  
  

１株当たり純資産額        1,036円89銭 

１株当たり当期純利益金額   128円30銭 

潜在株式調整後１株当たり 

当期純利益金額 
  128円22銭 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため

記載しておりません。 

          ───── 

  

  

  
第45期

(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

第46期 
(自 平成18年４月１日 
 至 平成19年３月31日) 

１株当たり当期純利益金額     

 当期純利益（百万円） 657 917 

 普通株主に帰属しない金額（百万円） － － 

 普通株式に係る当期純利益（百万円） 657 917 

 普通株式の期中平均株式数（千株） 7,148 7,148 

      

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額     

 当期純利益調整額（百万円） － － 

 普通株主増加数（千株） － 4 

  （うち新株予約権） － （4）  

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

旧商法第280条ノ19の規定に基づく

新株引受権１種類。この詳細は

「第４ 提出会社の状況、１ 株式

等の状況、（2）新株予約権等の状

況」に記載のとおりであります。  

──── 



④【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額

（百万円） 

投資有価証

券 

その他

有価証

券 

京セラ株式会社 10,600 117 

株式会社 

みずほフィナンシャルグループ 
81 73 

株式会社 

三菱UFJフィナンシャルグループ 
52 69 

コニカミノルタホールディングス 

株式会社 
25,500 39 

株式会社新川 7,825 21 

スターウェイ株式会社 100 20 

株式会社小野測器 18,000 16 

三信電気株式会社 9,715 14 

沖電気工業株式会社 56,000 12 

スタンレー電気株式会社 5,250 12 

その他（９銘柄） 46,643 27 

小計 179,766 424 

計 179,766 424 



【有形固定資産等明細表】 

 （注）１.建物の当期減少額は、物流業務施設等の売却によるものであります。 

 ２.土地の当期減少額は、物流業務施設等の売却によるものであります。 

【引当金明細表】 

（注）貸倒引当金のその他の当期減少額11百万円は、一般債権の貸倒実績率による洗替額等であります。 

資産の種類 
前期末残高 

（百万円） 

当期増加額 

（百万円） 

当期減少額 

（百万円） 

当期末残高 

（百万円） 

当期末減価償却

累計額又は償却

累計額 

（百万円） 

当期償却額 

（百万円） 

差引当期末残

高 

（百万円） 

有形固定資産              

建物 599 12 486 125 67 83 58 

車両運搬具 4 － 1 2 2 0 0 

工具器具及び備品 100 12 18 95 66 9 28 

土地 405 － 405 － － － － 

有形固定資産計 1,109 25 911 223 136 93 86 

無形固定資産              

電話加入権 5 － － 5 － － 5 

ソフトウェア 1,105 37 － 1,143 841 219 302 

無形固定資産計 1,110 37 － 1,148 841 219 307 

長期前払費用 11 0 0 11 7 1 4 

繰延資産 － － － － － － － 

繰延資産計 － － － － － － － 

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額
（百万円） 

当期減少額
（目的使用） 
（百万円） 

当期減少額 
（その他） 
（百万円） 

当期末残高
（百万円） 

貸倒引当金 92 10 12 11 79 

賞与引当金 231 192 231 － 192 

役員賞与引当金 16 14 16 － 14 

役員退職慰労引当金 59 20 5 － 74 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 流動資産 

１）現金及び預金 

２）受取手形 

(イ)相手先別内訳 

(ロ)期日別内訳 

区分 金額（百万円） 

現金 0 

預金の種類  

当座預金 1,038 

普通預金 469 

小計 1,507 

合計 1,507 

相手先 金額（百万円） 

カシオ計算機株式会社 571 

ペンタックス株式会社 483 

コニカミノルタビジネステクノロジーズ株式会社 88 

株式会社セコニック 68 

オリンパスイメージング株式会社 58 

その他 429 

合計 1,698 

期日別 金額（百万円） 

平成19年４月 63 

５月 9 

６月 68 

７月 1,430 

８月 96 

９月以降 29 

合計 1,698 



３）売掛金 

(イ)相手先別内訳 

(ロ)売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

 （注） 当期発生高には消費税等が含まれております。 

４）商品 

② 流動負債 

１）支払手形 

(イ)相手先別内訳 

相手先 金額（百万円） 

株式会社カシオ日立モバイルコミュニケーションズ 2,675 

京セラ株式会社 2,328 

株式会社東芝 2,028 

KYOSHIN TECHNOSONIC (ASIA) LTD. 1,884 

ペンタックス株式会社 1,365 

その他 12,266 

合計 22,549 

前期繰越高 
（百万円） 

当期発生高 
（百万円） 

当期回収高
（百万円） 

次期繰越高
（百万円） 

回収率（％） 滞留期間（日）

(A) (B) (C) (D)
(C)

───── 
(A) ＋ (B) 

× 100 

(A) ＋ (D)
───── 

２ 
────── 

(B) 
───── 

365 

17,482 79,539 74,471 22,549 76.8 91.9 

品目 金額（百万円） 

半導体 943 

電子部品 1,468 

電子機器 225 

合計 2,637 

相手先 金額（百万円） 

ソニーマニュファクチャリングシステムズ株式会社 273 

コグネックス株式会社 102 

スタンレー電気株式会社 26 

シーシーエス株式会社 19 

株式会社日立国際電気 13 

その他 55 

合計 491 



(ロ)期日別内訳 

２）買掛金 

３）一年以内償還予定の社債          3,200百万円 

内訳は１ 連結財務諸表等 （1）連結財務諸表 ⑤ 連結附属明細表 社債明細表に記載しております。

③ 固定負債 

１）社債                                2,500百万円 

内訳は１ 連結財務諸表等 （1）連結財務諸表 ⑤ 連結附属明細表 社債明細表に記載しております。

(3）【その他】 

該当事項はありません。 

期日別 金額（百万円） 

平成19年４月 259 

５月 145 

６月 84 

７月 0 

８月 0 

９月以降  － 

合計 491 

相手先 金額（百万円） 

ソニー株式会社 8,540 

株式会社カシオ日立モバイルコミュニケーションズ 1,039 

カシオ電子デバイス株式会社 949 

ATMEL SARL 567 

コニカミノルタフォトイメージング株式会社 378 

その他 1,487 

合計 12,962 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

事業年度 ４月１日から３月31日まで 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日 

株券の種類 
100,000株券、10,000株券、1,000株券、100株券及び100株未満の株数を表

示した株券 

剰余金の配当の基準日 
９月30日 

３月31日 

１単元の株式数 100株 

株式の名義書換え  

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部 

取次所 
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店 

野村證券株式会社 全国本支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 １枚につき100円 

単元未満株式の買取り  

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部 

取次所 
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店 

野村證券株式会社 全国本支店 

買取手数料 無料 

公告掲載方法 日本経済新聞 

株主に対する特典 該当事項はありません。 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

 当社は、親会社等はありません。 

２【その他の参考情報】 

    当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

   １  有価証券報告書及びその添付書類 

     事業年度（第45期）（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）平成18年６月29日関東財務局長に提出

   ２  半期報告書 

   （第46期中）（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日）平成18年12月20日関東財務局長に提出 

   ３ 半期報告書の訂正報告書 

     平成18年12月28日関東財務局長に提出  

     平成18年12月20日提出の半期報告書に係る訂正報告書であります。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

該当事項はありません。 



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成18年６月29日

共 信 テ ク ノ ソ ニ ッ ク 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている共信テクノソニック

株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算

書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連

結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者

が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討す

ることを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、共信テクノソニ

ック株式会社及び連結子会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 木村 浩一郎 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 村松 久美子 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成19年６月27日

共 信 テ ク ノ ソ ニ ッ ク 株 式 会 社 

取 締 役 会 御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている共信テクノソニック

株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算

書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連

結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者

が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討す

ることを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、共信テクノソニ

ック株式会社及び連結子会社の平成19年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管して

おります。 

  

あ ら た 監 査 法 人

 
代 表 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士  岸  信 一 

      

  業 務 執 行 社 員公認会計士  村松 久美子 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成18年６月29日

共 信 テ ク ノ ソ ニ ッ ク 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている共信テクノソニック

株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第45期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、利益処

分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務

諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、共信テクノソニック

株式会社の平成18年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示

しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 木村 浩一郎 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 村松 久美子 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成19年６月27日

共 信 テ ク ノ ソ ニ ッ ク 株 式 会 社 

取 締 役 会 御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている共信テクノソニック

株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第46期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資

本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場か

ら財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、共信テクノソニック

株式会社の平成19年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示

しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管して

おります。 

  

あ ら た 監 査 法 人

 
代 表 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士  岸  信 一 

      

  業 務 執 行 社 員公認会計士  村松 久美子 
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